
平成２９年６月１９日

九 州 地 方 整 備 局

『九州ブロック発注者協議会（幹事会）』を開催しました

～更なる公共工事の品質確保に向けて～

九州ブロック発注者協議会（幹事会）を開催しましたのでお知らせします。

今回は、公共工事の品質確保の促進に関する施策の実施や品質確保に向けた各

県部会の取り組み状況等について情報交換を行いました。

○開催日時：平成２９年６月１３日（火） １４：００～１６：００

○開催場所：福岡第２合同庁舎 ２階 共用会議室

○参考添付資料：（１）会議次第

（２）資料

九州ブロック発注者協議会とは、公共工事の品質確保の促進に向けた取り組み等に

ついて情報交換を行うなどの連携を図り、発注者間の協力体制を構築するとともに、

建設生産システムの効率化に関する各種施策の推進を図り、もって九州ブロックにお

ける現在及び将来にわたる公共工事の品質確保の促進に寄与することを目的とし、公

共工事を発注する５２機関（国１７、県７、政令市３、市８、特殊法人等６、国立大

学法人９及びオブザーバー２）が参画しています。

問い合せ先

国土交通省 九州地方整備局

住 所：福岡市博多区博多駅東２丁目１０番７号 福岡第二合同庁舎

電話番号：（０９２）４７１－６３３１（代表）

（０９２）４７６－３５４６（技術管理課直通）

企画部 技術管理課長 竹下 真治 （内線：３３１１）
たけした し ん じ

企画部 技術管理課 課長補佐 次郎丸 敬太 （内線：３３１３）
じ ろ うま る け い た



機密性１情報

日 時：平成29年６月13日（火）14:00 ～ 16:00
場 所：福岡第２合同庁舎 ２階 共用会議室

九州ブロック発注者協議会
（平成29年度第1回幹事会）

会 議 次 第

１ 開会挨拶

２ 規約改正

３ 議 題
１）公共工事の品質確保の促進に関する施策の実施について （資料－１）

○全国統一指標の導入について

・適正な予定価格の設定

・適切な設計変更

・施工時期等の平準化

○発注情報の一元化について

○総合評価落札方式の取り組みについて

質 疑

２）各県部会からの報告（品質確保に向けた各機関の取り組み等） （資料－２）

・福岡県

・佐賀県

・長崎県

・大分県
・宮崎県

・鹿児島県

・熊本県

意見交換

４ 情報提供
１）働き方改革の実現に向けた週休2日の推進の取り組みについて （資料－３）

２）i-Ｃonstructionの推進について （資料－４）

３）インフラメンテナンス国民会議について （資料－５）

質 疑

５ 閉会挨拶



「九州ブロック発注者協議会」設置規約 改正案 

 
改正前 改正後 

「九州ブロック発注者協議会」設置規約 

 

（名称） 

第１条 本会は、九州ブロック発注者協議会（以下「協議会」という。）

と称する。 

 

（目的） 

第２条 協議会は、「公共工事の品質確保の促進に関する法律」等の

趣旨を踏まえ、国、特殊法人等及び地方公共団体の各発注者が

公共工事の品質確保の促進に向けた取り組み等について情報

交換を行うなどの連携を図り、発注者間の連携体制を強化する

とともに、建設生産システムにおける生産性向上に関する各種

施策の推進を図り、もって 九州ブロックにおける現在及び将

来にわたる公共工事の品質の確保とその担い手の中長期的な

育成及び確保の促進に寄与することを目的とする。 

 

（事務） 

第３条 協議会は、前条の目的を達成するため、次に掲げる事項に関

する連絡調整を行うとともに、公共工事の品質確保のための施

策の推進を図るものとする。 

 

「九州ブロック発注者協議会」設置規約（案） 
 

（名称） 

第１条 本会は、九州ブロック発注者協議会（以下「協議会」という。）

と称する。 

 

（目的） 

第２条 協議会は、「公共工事の品質確保の促進に関する法律」等の

趣旨を踏まえ、国、特殊法人等及び地方公共団体の各発注者が

公共工事の品質確保の促進に向けた取り組み等について情報

交換を行うなどの連携を図り、発注者間の連携体制を強化する

とともに、建設生産システムにおける生産性向上に関する各種

施策の推進を図り、もって九州ブロックにおける現在及び将来

にわたる公共工事の品質の確保とその担い手の中長期的な育

成及び確保の促進に寄与することを目的とする。 

 

（事務） 

第３条 協議会は、前条の目的を達成するため、次に掲げる事項に関

する連絡調整を行うとともに、公共工事の品質確保のための施

策の推進を図るものとする。 
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  一 公共工事の品質確保の促進に関する事項 

  二 建設生産システムにおける生産性向上に関する事項 

  三 発注者の支援に関する事項 

  四 その他、前条の目的を達成するために必要な事項 

 

（委員） 

第４条 協議会は別紙１に掲げる委員をもって構成する。 

 

（会長及び副会長） 

第５条 協議会に会長を置き、国土交通省九州地方整備局長がこれに

あたる。 

 ２ 会長は会務を総理し、協議会を代表する。 

 ３ 協議会に副会長を２名置き、農林水産省九州農政局農村振興部

長及び福岡県県土整備部長がこれにあたる。 

 ４ 副会長は会長に事故がある時は、その職務を代理する。 

 

（会議） 

第６条 協議会の会議は、会長が招集する。 

 ２ 委員は、あらかじめ指名した者を代理として会議に出席させる

ことができる。 

 ３ 会長は、必要がある時は、別紙１に掲げる者以外の者の参加を

求めることができる。 

 

 

 

  一 公共工事の品質確保の促進に関する事項 

  二 建設生産システムにおける生産性向上に関する事項 

  三 発注者の支援に関する事項 

  四 その他、前条の目的を達成するために必要な事項 

 

（委員） 

第４条 協議会は別紙１に掲げる委員をもって構成する。 

 

（会長及び副会長） 

第５条 協議会に会長を置き、国土交通省九州地方整備局長がこれに

あたる。 

 ２ 会長は会務を総理し、協議会を代表する。 

 ３ 協議会に副会長を２名置き、農林水産省九州農政局農村振興部

長及び福岡県県土整備部長がこれにあたる。 

 ４ 副会長は会長に事故がある時は、その職務を代理する。 

 

（会議） 

第６条 協議会の会議は、会長が招集する。 

 ２ 委員は、あらかじめ指名した者を代理として会議に出席させる

ことができる。 

 ３ 会長は、必要がある時は、別紙１に掲げる者以外の者の参加を

求めることができる。 
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（幹事会） 

第７条 協議会の円滑な運営を補助するため、協議会に幹事会を置

く。 

 ２ 幹事会は、別紙２に掲げる幹事をもって構成する 

 ３ 幹事会に幹事長を置き、国土交通省九州地方整備局企画部長が

これにあたる。 

 ４ 幹事会に副幹事長を２名置き、農林水産省九州農政局農村振興

部設計課長及び福岡県県土整備部企画課技術調査室長がこれ

にあたる。 

 

（専門部会） 

第８条 地域の実情を踏まえた各種施策の検討及び推進を図るため、

専門部会を置く。 

 ２ 専門部会は、各県・政令市及び九州地方整備局をもって構成す

るものとするが、必要に応じてその他の機関も参加することが

できる。 

 

（県部会） 

第９条 九州各県に協議会等と連携し施策を進める各県部会を置く

ものとする。なお各県部会の規約等は各県毎に定める。 

 

（庶務） 

第 10 条 協議会の庶務は、九州地方整備局(企画部技術管理課)が関

係機関の協力を得て処理する。 

 

（幹事会） 

第７条 協議会の円滑な運営を補助するため、協議会に幹事会を置

く。 

 ２ 幹事会は、別紙２に掲げる幹事をもって構成する 

 ３ 幹事会に幹事長を置き、国土交通省九州地方整備局企画部長が

これにあたる。 

 ４ 幹事会に副幹事長を２名置き、農林水産省九州農政局農村振興

部設計課長及び福岡県県土整備部企画課技術調査室長がこれ

にあたる。 

 

（専門部会） 

第８条 地域の実情を踏まえた各種施策の検討及び推進を図るため、

専門部会を置く。 

 ２ 専門部会は、各県・政令市及び九州地方整備局をもって構成す

るものとするが、必要に応じてその他の機関も参加することが

できる。 

 

（県部会） 

第９条 九州各県に協議会等と連携し施策を進める各県部会を置く

ものとする。なお各県部会の規約等は各県毎に定める。 

 

（庶務） 

第 10 条 協議会の庶務は、九州地方整備局(企画部技術管理課)が関

係機関の協力を得て処理する。 
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（雑則） 

第 11 条 この規約に定めるもののほか、協議会の運営に関し必要な

事項は、会長が定める。 

 

（附則） 

この規約は、平成２８年８月５日から施行する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（雑則） 

第 11 条 この規約に定めるもののほか、協議会の運営に関し必要な

事項は、会長が定める。 

 

（附則） 

この規約は、平成  年  月  日から施行する。 
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別紙１ 

 

第４条関係（協議会委員） 

 会長 国土交通省 九州地方整備局長 

 副会長 農林水産省九州農政局農村振興部長 

 副会長 福岡県県土整備部長 

 委員 

  警察庁九州管区警察局総務監察部長 

  財務省九州財務局総務部長 

  財務省福岡財務支局財務主幹 

  財務省門司税関総務部長 

  財務省長崎税関総務部長 

  財務省国税庁福岡国税局総務部次長 

  財務省国税庁熊本国税局総務部次長 

  農林水産省 林野庁 九州森林管理局 総務企画部長 

  経済産業省九州経済産業局総務企画部長 

  国土交通省九州地方整備局副局長（総務部長） 

  国土交通省九州地方整備局企画部長（幹事長） 

  国土交通省九州地方整備局建政部長 

  国土交通省九州地方整備局河川部長 

  国土交通省九州地方整備局道路部長 

  国土交通省九州地方整備局港湾空港部長 

  国土交通省九州地方整備局営繕部長 

  国土交通省九州運輸局総務部長 

  国土交通省海上保安庁第七管区海上保安本部経理補給部長 

別紙１ 

 

第４条関係（協議会委員） 

 会長 国土交通省 九州地方整備局長 

 副会長 農林水産省九州農政局農村振興部長 

 副会長 福岡県県土整備部長 

 委員 

  警察庁九州管区警察局総務監察部長 

  財務省九州財務局総務部長 

  財務省福岡財務支局財務主幹 

  財務省門司税関総務部長 

  財務省長崎税関総務部長 

  財務省国税庁福岡国税局総務部次長 

  財務省国税庁熊本国税局総務部次長 

  農林水産省 林野庁 九州森林管理局 総務企画部長 

  経済産業省九州経済産業局総務企画部長 

  国土交通省九州地方整備局副局長（総務部長） 

  国土交通省九州地方整備局企画部長（幹事長） 

  国土交通省九州地方整備局建政部長 

  国土交通省九州地方整備局河川部長 

  国土交通省九州地方整備局道路部長 

  国土交通省九州地方整備局港湾空港部長 

  国土交通省九州地方整備局営繕部長 

  国土交通省九州運輸局総務部長 

  国土交通省海上保安庁第七管区海上保安本部経理補給部長 
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  国土交通省海上保安庁第十管区海上保安本部経理補給部長 

 

  環境省九州地方環境事務所統括自然保護企画官 

  防衛省九州防衛局調達部長 

  福岡高等裁判所事務局長 

  佐賀県県土整備部長 

  長崎県土木部長 

  熊本県土木部長 

  熊本県農林水産部農村振興局長 

  大分県土木建築部長 

  宮崎県県土整備部長 

  鹿児島県土木部長 

  北九州市技術監理局長 

  福岡市財政局理事 

  熊本市総務局契約監理部長 

  久留米市副市長 

  佐賀市副市長 

  長崎市理財部長 

  八代市副市長 

  大分市副市長 

  宮崎市副市長 

  薩摩川内市副市長 

  鹿児島市副市長 

  西日本高速道路株式会社九州支社建設・改築事業部長 

  独立行政法人国立文化財機構九州国立博物館副館長 

  国土交通省海上保安庁第十管区海上保安本部経理補給部長 

総務部長 

  環境省九州地方環境事務所統括自然保護企画官 

  防衛省九州防衛局調達部長 

  福岡高等裁判所事務局長 

  佐賀県県土整備部長 

  長崎県土木部長 

  熊本県土木部長 

  熊本県農林水産部農村振興局長 

  大分県土木建築部長 

  宮崎県県土整備部長 

  鹿児島県土木部長 

  北九州市技術監理局長 

  福岡市財政局理事 

  熊本市総務局契約監理部長 

  久留米市副市長 

  佐賀市副市長 

  長崎市理財部長 

  八代市副市長 

  大分市副市長 

  宮崎市副市長 

  薩摩川内市副市長 

  鹿児島市副市長 

  西日本高速道路株式会社九州支社建設・改築事業部長 

  独立行政法人国立文化財機構九州国立博物館副館長 
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  独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支援機構 

   鉄道建設本部九州新幹線建設局計画次長 

  独立行政法人都市再生機構九州支社住宅経営部長 

  独立行政法人水資源機構筑後川局長 

  独立行政法人石油天然ガス・金属鉱物資源機構 

九州支部石炭業務部長 

  国立大学法人九州大学施設部長 

  国立大学法人福岡教育大学理事 

  国立大学法人九州工業大学副学長 

  国立大学法人佐賀大学環境施設部長 

  国立大学法人長崎大学施設部長 

  国立大学法人熊本大学施設担当部長 

  国立大学法人大分大学財務部長 

  国立大学法人宮崎大学施設環境部長 

  国立大学法人鹿屋体育大学事務局長 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支援機構 

   鉄道建設本部九州新幹線建設局計画次長 

  独立行政法人都市再生機構九州支社住宅経営部長 

  独立行政法人水資源機構筑後川局長 

  独立行政法人石油天然ガス・金属鉱物資源機構 

九州支部石炭業務部長 

  （削除） 

  （削除） 

  （削除） 

  （削除） 

  （削除） 

  （削除） 

  （削除） 

  （削除） 

  （削除） 
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別紙２ 

 

第７条関係（幹事会委員） 

 幹事長 国土交通省九州地方整備局企画部長 

 副幹事長 農林水産省九州農政局農村振興部設計課長 

 副幹事長 福岡県県土整備部企画課技術調査室長 

 幹事 

  警察庁九州管区警察局総務監察部会計課長 

  財務省九州財務局総務部会計課長 

  財務省福岡財務支局会計課長 

  財務省門司税関総務部会計課長 

  財務省長崎税関総務部会計課長 

  財務省国税庁福岡国税局総務部営繕監理官 

  財務省国税庁熊本国税局総務部営繕監理官 

  農林水産省林野庁九州森林管理局総務企画部経理課長 

  経済産業省九州経済産業局総務企画部会計課長 

  国土交通省九州地方整備局地方事業評価管理官 

  国土交通省九州地方整備局契約管理官 

  国土交通省九州地方整備局企画部技術調整管理官 

  国土交通省九州地方整備局企画部技術開発調整官 

  国土交通省九州地方整備局企画部工事品質調整官 

  国土交通省九州地方整備局企画部技術管理課長 

  国土交通省九州地方整備局建政部建設産業調整官 

  国土交通省九州地方整備局河川部地域河川調整官 

  国土交通省九州地方整備局道路部地域道路調整官 

別紙２ 

 

第７条関係（幹事会委員） 

 幹事長 国土交通省九州地方整備局企画部長 

 副幹事長 農林水産省九州農政局農村振興部設計課長 

 副幹事長 福岡県県土整備部企画課技術調査室長 

 幹事 

  警察庁九州管区警察局総務監察部会計課長 

  財務省九州財務局総務部会計課長 

  財務省福岡財務支局会計課長 

  財務省門司税関総務部会計課長 

  財務省長崎税関総務部会計課長 

  財務省国税庁福岡国税局総務部営繕監理官 

  財務省国税庁熊本国税局総務部営繕監理官 

  農林水産省林野庁九州森林管理局総務企画部経理課長 

  経済産業省九州経済産業局総務企画部会計課長 

  国土交通省九州地方整備局地方事業評価管理官 

  国土交通省九州地方整備局契約管理官 

  国土交通省九州地方整備局企画部技術調整管理官 

  国土交通省九州地方整備局企画部技術開発調整官 

  （削除） 

  国土交通省九州地方整備局企画部技術管理課長 

  国土交通省九州地方整備局建政部建設産業調整官 

  国土交通省九州地方整備局河川部地域河川調整官 

  国土交通省九州地方整備局道路部地域道路調整官 
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  国土交通省九州地方整備局港湾空港部事業計画官 

  国土交通省九州地方整備局営繕部営繕品質管理官 

  国土交通省九州運輸局総務部会計課長 

  国土交通省海上保安庁第七管区海上保安本部 

   経理補給部経理課長 

  国土交通省海上保安庁第十管区海上保安本部 

   経理補給部経理課長 

  環境省九州地方環境事務所自然環境整備課長 

  防衛省九州防衛局調達部調達計画課長 

  福岡高等裁判所事務局会計課長 

  福岡県農林水産部農山漁村振興課長 

  福岡県建築都市部建築都市総務課契約室長 

  佐賀県県土整備部入札・検査センター長 

  佐賀県県土整備部建設・技術課長 

  長崎県土木部建設企画課企画監 

  長崎県農林部農村整備課長 

  熊本県土木部監理課長 

  熊本県土木部土木技術管理課長 

  熊本県農林水産部技術管理課長 

  大分県土木建築部公共工事入札管理室長 

  大分県土木建築部県設政策課長 

  大分県農林水産部工事技術管理室長 

  宮崎県県土整備部技術企画課長 

  宮崎県県土整備部管理課長 

  鹿児島県土木部監理課長 

  国土交通省九州地方整備局港湾空港部事業計画官 

  国土交通省九州地方整備局営繕部営繕品質管理官 

  国土交通省九州運輸局総務部会計課長 

  国土交通省海上保安庁第七管区海上保安本部 

   経理補給部経理課長 

  国土交通省海上保安庁第十管区海上保安本部 

   経理補給部総務部経理課長 

  環境省九州地方環境事務所自然環境整備課長 

  防衛省九州防衛局調達部調達計画課長 

  福岡高等裁判所事務局会計課長 

  福岡県農林水産部農山漁村振興課長 

  福岡県建築都市部建築都市総務課契約室長 

  佐賀県県土整備部入札・検査センター長 

  佐賀県県土整備部建設・技術課長 

  長崎県土木部建設企画課企画監 

  長崎県農林部農村整備課長 

  熊本県土木部監理課長 

  熊本県土木部土木技術管理課長 

  熊本県農林水産部技術管理課長 

  大分県土木建築部公共工事入札管理室長 

  大分県土木建築部県設政策課長 

  大分県農林水産部工事技術管理室長 

  宮崎県県土整備部技術企画課長 

  宮崎県県土整備部管理課長 

  鹿児島県土木部監理課長 
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  鹿児島県農政部総括工事監査監 

  鹿児島県環境林務部総括工事監査監 

  北九州市技術監理局技術部技術企画課長 

  福岡市財政局技術監理部技術企画課長 

  福岡市財政局財政部契約監理課長 

  熊本市総務局契約監理部工事契約課長 

  熊本市総務局契約監理部技術管理課長 

  久留米市総務部契約監理担当部長 

  佐賀市総務部長 

  長崎市理財部契約検査課長 

  八代市財務部長 

  大分市総務部長 

  宮崎市総務部長 

  薩摩川内市総務部長 

  鹿児島市 企画財政局 財政部長 

  西日本高速道路株式会社九州支社 

   建設・改築事業部建設課長 

  独立行政法人国立文化財機構九州国立博物館総務課長 

  独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支援機構 

   鉄道建設本部九州新幹線建設局技術管理課長 

  独立行政法人都市再生機構九州支社 

   住宅経営部工務・検査チームリーダー 

  独立行政法人水資源機構筑後川局施設管理課長 

  独立行政法人石油天然ガス・金属鉱物資源機構九州支部 

   石炭業務部管理第１課長 

  鹿児島県農政部総括工事監査監 

  鹿児島県環境林務部総括工事監査監 

  北九州市技術監理局技術部技術企画課長 

  福岡市財政局技術監理部技術企画課長 

  福岡市財政局財政部契約監理課長 

  熊本市総務局契約監理部工事契約課長 

  熊本市総務局契約監理部技術管理課長 

  久留米市総務部契約監理担当部長 

  佐賀市総務部長 

  長崎市理財部契約検査課長 

  八代市財務部長 

  大分市総務部長 

  宮崎市総務部長 

  薩摩川内市総務部長 

  鹿児島市 企画財政局 財政部長 

  西日本高速道路株式会社九州支社 

   建設・改築事業部建設課長 

  独立行政法人国立文化財機構九州国立博物館総務課長 

  独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支援機構 

   鉄道建設本部九州新幹線建設局技術管理課長 

  独立行政法人都市再生機構九州支社 

   住宅経営部工務・検査チームリーダー工務・検査課長 

  独立行政法人水資源機構筑後川局施設管理課長 

  独立行政法人石油天然ガス・金属鉱物資源機構九州支部 

   石炭業務部管理第１課長 
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  国立大学法人九州大学施設部施設企画課長 

  国立大学法人福岡教育大学環境マネジメント課長 

  国立大学法人九州工業大学施設課長 

  国立大学法人佐賀大学環境施設部企画管理課長 

  国立大学法人長崎大学施設部施設企画課長 

  国立大学法人熊本大学運営基盤管理部施設企画課長 

  国立大学法人大分大学財務部施設企画課長 

  国立大学法人宮崎大学施設環境部企画管理課長 

  国立大学法人鹿屋体育大学施設課長 

 

（オブザーバー） 

  内閣府沖縄総合事務局開発建設部技術管理課長 

  沖縄県土木建築部技術・建設業課長 

 

  （削除） 

  （削除） 

  （削除） 

  （削除） 

  （削除） 

  （削除） 

  （削除） 

  （削除） 

  （削除） 

 

（オブザーバー） 

  内閣府沖縄総合事務局開発建設部技術管理課長 

  沖縄県土木建築部技術・建設業課長 
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【議題】 

１）公共工事の品質確保の促進に関する施策の実施について 

 

 

○全国統一指標の導入について     ・・・・・Ｐ １  

○発注情報の一元化について      ・・・・・Ｐ１７ 

○総合評価落札方式の取り組みについて ・・・・・Ｐ２７ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



③発注者の支援に関する施策
総合評価落札方式等の入札契約方式の導入に対する支援
県部会を通じた市町村への施策実施に向けた働きかけ、技術的支援等

④その他、協議会の目的を達成するために必要な事項
新たな入札契約制度等に関する情報提供等

②建設生産システムにおける生産性向上に関する施策
i-Constructionなど建設現場の生産性向上に向けた取り組みの情報共有等

①公共工事の品質確保の促進に関する施策
発注体制の把握と自己評価等による発注関係事務の適切な実施に向けた取り組み

※一層の発注関係事務の改善に向けた全国統一指標の導入
発注見通しの統合公表の取り組み

※発注情報の一元化に向けた取り組み
各発注者における総合評価落札方式の取り組み状況について情報共有

九州ブロック発注者協議会について

「公共工事の品質確保の促進に関する法律」等の趣旨を踏まえ、各発注者が以下の取り組みを実施することにより、
九州ブロックにおける現在及び将来にわたる公共工事の品質確保の促進に寄与すること

・公共工事の品質確保の促進に向けた取り組み等についての情報交換
・発注者間における連携体制の強化
・建設生産システムにおける生産性向上に関する各種施策の推進

◆九州ブロック発注者協議会の目的

◆目的達成に向けた各種施策

平成29年度より

平成29年度より

＜目 的＞
・「公共工事の品質確保の促進に関する法律（品確法）」、「公共工事の品質確保の促進に関する施策を総合的に推進するための基本
的な方針（基本指針）」及び「発注関係事務の運用に関する指針（運用指針）」の趣旨を踏まえ、国、特殊法人等及び地方公共団体の
各発注者が、公共工事の品質確保の促進に向けた取り組み等について情報交換を行うなどの連携を図り、発注者間の協力体制を強化す
るとともに、建設生産システムの効率化に関する各種施策の推進を図り、もって九州ブロックにおける現在及び将来にわたる公共工事
の品質確保の促進に寄与することを目的とする。

＜構成員＞
（国）九地整局長、関係省庁出先機関部長等
（県・政令市・代表市）土木部長等
（特殊法人等）九州に組織を有する機関の部長等

① 九州ブロック発注者協議会

＜活動内容＞
・各種施策の取り組み状況の情報交換及び推進・強化に向けた意見交換等

＜構成員＞
（国）九地整企画部長、関係省庁出先機関課長等
（県・政令市・代表市）技術管理担当課長等
（特殊法人等）九州に組織を有する機関の課長等

② 幹事会

＜活動内容＞
・市町村へ施策実施に向けた働きかけ、支援要望等の情報
交換（品確協議会県部会の組織を存続）

＜構成員＞
（県）土木部長等
（市町村）技術管理担当部長、課長等

④ 県部会
＜活動内容＞
・地域の実情を踏まえた各種施策の推進を図るため、実務
担当者による施策検討・情報共有等
（品確協議会作業部会、発注者間の連携強化に向けた検討
会の組織を存続）

③ 専門部会

＜活動内容＞
・実務担当者による情報交換等
（品確協議会県部会品質確保研究会の組織を存続）

⑤ 品質確保研究会

連

携

九州ブロック発注者協議会について（協議会組織図）
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・全国的に一層の発注関係事務の改善に取り組むためには、自らの発注関係事務について客観的な状況
を把握できる指標の設定が有効

・重点項目を選定し、取り組むことが効果的

③施工時期等の平準化
指標③-１：平準化率

②適切な設計変更
指標②-１：設計変更ガイドラインの策定・活用状況
指標②-２：設計変更の実施工事率

①適正な予定価格の設定
指標①-１：最新の積算基準の適用状況及び基準対象外の際の対応状況（見積り等の活用）
指標①-２：単価の更新頻度

平成27年11月 発注体制の把握と自己評価の実施
※運用指針における発注関係事務を適切に実施するための取り組むべき事項108項目のうち、
31項目について自己評価を実施

平成28年4月より
歩切りの完全撤廃

発注関係事務の全国統一指標について

平成26年6月 公共工事の品質確保の促進に関する法律の改正
平成27年1月 発注関係事務の運用に関する指針の策定

◆背景

現在及び将来の公共工事の品質確保

◆発注者の責務

適切な点検・診断・維持・修繕による維持管理を実施します

資格制度の確立、技術者能力の資格による評価により
調査及び設計の品質確保を図ります

多様な入札契約方式の選択・活用により、
地域における社会資本を支える企業の確保を図ります

適正な積算に基づく設計書金額の一部を控除する
歩切りは行いません

低入札価格調査基準、最低制限価格の設定により
ダンピング受注を防止します（※１）

不調・不落が発生し積算と現場の施工実態が合わない場合、
見積りの活用により、速やかな契約締結を図ります。

実勢価格を踏まえた労務・資材単価、施工実態等を踏まえた
積算基準により、適正な予定価格を設定します

地域発注者協議会等を通じた情報交換、共有の課題への対応や工事成績データの共有化
・相互活用を行い、発注者間の連携強化により効率的かつ円滑な事務の運用を図ります

担い手の中長期的な育成・確保
《適正な利潤の確保に向けた取組み》

（品確法第７条）

計画的な発注、適切な工期設定により
発注・施工時期の平準化が図られます

完成後、一定期間を経過した後における施工状況の確認・評価

設計変更ガイドライン、工事一時中止ガイドラインを活用し、
受注者との情報共有、協議の迅速化を図り、

適切な設計変更、工期の変更を行います

施工状況の確認により、
施工体制の確認、建設業許可部局との連携 （※２）、
労働条件・安全衛生その他の労働環境の改善指導を行います

■運用指針

凡例：運用指針における位置付け

必ず実施すべき事項

実施に努める事項

◆九州発注者協議会における取り組み

一定程度の成果が上がっている一方、
依然として課題があるとの指摘

協議会の成果 受注者からの指摘

◆全国統一指標

＜重点項目＞

発注者協議会への
意見照会結果を反映

・平成29年度第一四半期を目途に各機関の指標値把握と結果の公表
・各発注者の立ち位置等を把握した後、目標設定及び指標の活用策等を検討

◆今後の予定
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◆指標分類

　a：最新の積算基準を適用し、かつ、基準範囲外の場合の要領
※
を整備し活用

　b：最新の積算基準を適用しているが、基準範囲外の場合の要領
※
は整備していない

　c：その他
　　※基準以外に一定のルールを定めている場合を含む

◆定義

・最新の積算基準：1年
※
以内に更新されている積算基準(※営繕の場合は2年)

・基準対象外(小規模施工など)の際の対応状況：
　　見積り等により積算する要領を整備し運用しているか否か

◆考え方等
・積算基準とは、その適用範囲が定められており、適用範囲外もしくは適用範囲内であるが積算額が
　合わず、不調・不落が発生している歩掛かりについては見積もり等を活用し、適切な予定価格を設
　定する必要がある。

※本資料P.3～P8の「国・法人等」に含まれる発注機関について

　国　　　　： 警察庁九州管区警察局、財務省九州財務局、福岡財務支局、門司税関、長崎税関、国税庁福岡国税局、

（17機関） 国税庁熊本国税局、農林水産省九州農政局、林野庁九州森林管理局、経済産業省九州経済産業局、

国土交通省九州地方整備局、九州運輸局、海上保安庁第七管区海上保安本部、海上保安庁第十管区海上保安本部、

環境省九州地方環境事務所、防衛省九州防衛局、福岡高等裁判所

　法人等　： 西日本高速道路株式会社九州支社、（独）国立文化財機構九州国立博物館、（独）鉄道建設・運輸施設整備支援機構、

（6機関） （独）都市再生機構九州支社、（独）水資源機構、（独）石油天然ガス・金属鉱物資源機構

（H28.9末時点までは、国立大学法人九州大学、長崎大学、福岡教育大学、九州工業大学、佐賀大学、熊本大学、

　宮崎大学、鹿屋体育大学の9機関を含む15機関）

全国統一指標の取り組み状況(H29.3末時点)

①適切な予定価格の設定

指標①-1：最新の積算基準の適用状況及び基準対象外の際の対応状況(見積もり等の活用)

75団体

28%

196団体

72%

1団体

0%

H28.9末時点

a

b

c

発注無し等

対象機関：272機関(沖縄県、

沖縄総合開発事務局除く)

70団体

27%

192団体

73%

1団体

0%

H29.3末時点

a

b

c

発注無し等

対象機関：263機関(沖縄県、

沖縄総合開発事務局除く)
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◆指標分類

　a：最新の積算基準を適用し、かつ、基準範囲外の場合の要領
※
を整備し活用

　b：最新の積算基準を適用しているが、基準範囲外の場合の要領
※
は整備していない

　c：その他
　　※基準以外に一定のルールを定めている場合を含む

◆国・法人等、各県の状況

全国統一指標の取り組み状況(H29.3末時点)

15団体

65%

7団体

31%

1団体

4%

国・法人等

a

b

c

発注無し等

①適切な予定価格の設定

指標①-1：最新の積算基準の適用状況及び基準対象外の際の対応状況(見積もり等の活用)

16団体

26%

45団体

74%

福岡県

a

b

c

発注無し等

13団体

62%

8団体

38%

佐賀県

a

b

c

発注無し等

2団体

9%

20団体

91%

長崎県

a

b

c

発注無し等

8団体

17%

38団体

83%

熊本県

a

b

c

発注無し等

6団体

32%
13団体

68%

大分県

a

b

c

発注無し等

1団体

4%

26団体

96%

宮崎県

a

b

c

発注無し等

9団体

20%

35団体

80%

鹿児島県

a

b

c

発注無し等
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◆指標分類
　a：最新単価(1ヶ月以上経過したものでも最新であれば該当)
　b：3ヶ月以内
　c：6ヶ月以内
　d：12ヶ月以内
　e：それ以上

◆定義
・使用する資材・材料の単価の更新・確認頻度
　　※対象は、物価資料に掲載のあるものとする。

◆考え方等
・資材価格の単価は、物価資料により毎月更新されており、基本的には、その最新の単価を用いて積
　算することが求められる。

全国統一指標の取り組み状況(H29.3末時点)

①適切な予定価格の設定

指標①-2：単価の更新頻度

169団体

62%

74団体

27%

9団体

3%

19団体

7% 1団体

H28.9末時点

a

b

c

d

e

発注無し等

0%

対象機関：272機関(沖縄県、

沖縄総合開発事務局除く)

217団体

83%

26団体

10%

8団体

3%

11団体

4% 1団体

0%

H29.3末時点

a

b

c

d

e

発注無し等 対象機関：263機関(沖縄県、

沖縄総合開発事務局除く)
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◆指標分類
　a：最新単価(1ヶ月以上経過したものでも最新であれば該当)
　b：3ヶ月以内
　c：6ヶ月以内
　d：12ヶ月以内
　e：それ以上

◆国・法人等、各県の状況

全国統一指標の取り組み状況(H29.3末時点)

18団体

78%

1団体

5%

3団体

13%

1団体

4%

国・法人等

a

b

c

d

e

発注無し等

43団体

70%

9団体

15%

6団体

10%

3団体

5%

福岡県

a

b

c

d

e

発注無し等

①適切な予定価格の設定

指標①-2：単価の更新頻度

18団体

85%

1団体

5%

1団体

5%
1団体

5%

佐賀県

a

b

c

d

e

発注無し等

22団体

100%

長崎県

a

b

c

d

e

発注無し等

45団体

98%

1団体

2%

熊本県

a

b

c

d

e

発注無し等

18団体

95%

1団体

5%

大分県

a

b

c

d

e

発注無し等

25団体

92%

1団体

4%

1団体

4%

宮崎県

a

b

c

d

e

発注無し等

28団体

64%

14団体

32%

2団体

4%

鹿児島県

a

b

c

d

e

発注無し等
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◆指標分類
　a：ガイドラインを策定・活用し、これに基づき設計変更を実施
　b：設計変更ガイドラインは未策定だが、必要に応じて設計変更を実施
　c：設計変更を実施していない

◆定義
・関係機関協議、用地、安全対策、環境対策等の工程や請負金額に影響のある内容について条件明示
　をし、条件の変更があった場合には、変更内容に基づき、変更を行っているか。

全国統一指標の取り組み状況(H29.3末時点)

②適切な設計変更

指標②-1：設計変更ガイドラインの策定・活用状況

46団体

17%

215団体

79%

10団体

4%

1団体

0%

H28.9末時点

a

b

c

発注無し等
対象機関：272機関(沖縄県、

沖縄総合開発事務局除く)

45団体

17%

208団体

79%

9団体

4%
1団体

0%

H29.3末時点

a

b

c

発注無し等

対象機関：263機関(沖縄県、

沖縄総合開発事務局除く)
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◆指標分類
　a：ガイドラインを策定・活用し、これに基づき設計変更を実施
　b：設計変更ガイドラインは未策定だが、必要に応じて設計変更を実施
　c：設計変更を実施していない

◆国・法人等、各県の状況

全国統一指標の取り組み状況(H29.3末時点)
②適切な設計変更

指標②-1：設計変更ガイドラインの策定・活用状況

9団体

39%
10団体

44%

3団体

13%

1団体

4%

国・法人等

a

b

c

発注無し等

7団体

12%

52団体

85%

2団体

3%

福岡県

a

b

c

発注無し等

4団体

19%

15団体

71%

2団体

10%

佐賀県

a

b

c

発注無し等

4団体

18%

18団体

82%

長崎県

a

b

c

発注無し等

3団体

7%

42団体

91%

1団体

2%

熊本県

a

b

c

発注無し等

6団体

32%

13団体

68%

大分県

a

b

c

発注無し等

2団体

7%

25団体

93%

宮崎県

a

b

c

発注無し等

10団体

23%

33団体

75%

1団体

2%

鹿児島県

a

b

c

発注無し等

9



◆指標分類
　コリンズデータによる分析により、分類案を決定
　　a：75%以上
　　b：50～75%
　　c：25～50%
　　d：0～25%
　　e：設計変更を行っていない

◆定義
・平成27年度に完了した工事(500万円以上)のうち、設計変更を行った工事(精算変更含む)の比率

◆考え方等
・全ての工事において設計変更を行う必要が必ずしもあるわけではないが、工事、金額ともに一定規
　模以上の工事では、現場等の条件が発注時から全く変わらないことは想定しづらい。
・このことから一定規模以上(500万円以上)の工事を対象に「設計変更の実施工事率」を指標としたい。
・なお、当該指標は設計変更の実施状況を把握するものであり、指標値100%とならなくてもよい可能
　性がある。
・コリンズデータを活用して、数値算出。

※1　平成27年度に完了した工事（500万円以上）。

※2　本資料P.9～P13の「国・法人等」に含まれる発注機関について

　国　　　　： 警察庁九州管区警察局、財務省九州財務局、福岡財務支局、門司税関、長崎税関、国税庁福岡国税局、

（17機関） 国税庁熊本国税局、農林水産省九州農政局、林野庁九州森林管理局、経済産業省九州経済産業局、

国土交通省九州地方整備局、九州運輸局、海上保安庁第七管区海上保安本部、海上保安庁第十管区海上保安本部、

環境省九州地方環境事務所、防衛省九州防衛局、福岡高等裁判所

　法人等　： 西日本高速道路株式会社九州支社、（独）国立文化財機構九州国立博物館、（独）鉄道建設・運輸施設整備支援機構、

（15機関） （独）都市再生機構九州支社、（独）水資源機構、（独）石油天然ガス・金属鉱物資源機構

国立大学法人九州大学、長崎大学、福岡教育大学、九州工業大学、佐賀大学、熊本大学、宮崎大学、鹿屋体育大学

全国統一指標（案）の取り組み状況(H27年度データ)
※H29.3末時点の資料は、データを入手し次第、照会予定。

②適切な設計変更

指標②-2：設計変更の実施工事率

対象機関：42機関※2(国、法人等、県、政令市)

※272機関より230市町村(政令市除く)除く

17団体

41%

8団体

19%

8団体

19%

9団体

21%

H27年度※１

a

b

c

d

e

平均55.9%
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◆指標分類
　コリンズデータによる分析により、分類案を決定
　　a：0.9以上
　　b：0.9～0.8
　　c：0.8～0.7
　　d：0.7～0.6
　　e：0.6以下

◆定義

・平準化率：年度の平均稼働件数・金額と4～6月期の平均稼働件数・金額
※
との比率

　　対　　象：契約金額500万円以上の工事
　　稼働件数：当該月に工期が含まれる工事の件数
　　稼働金額：最終契約金額(工期中のものは当初契約金額)を工期月数で除した金額を足し合わせたもの
　　※4～6月期が閑散期(最も数値が低い3ヶ月間)とならない場合は、連続する3ヶ月間で最も低い平
　　　均値となる期間の値を分子とすることができる。　　

◆考え方等
・建設総合統計において、全国の傾向として閑散期となる４～６月期を年度の平均と比較する指標と
　した。
・各発注者の実施状況を統一的な指標で把握していくことが、各発注者においても有用
・発注者の負担や作業の煩雑性に考慮し、その算出にあたっては、コリンズデータを活用して、数値
　算出。

※平成27年度に稼働していた工事

全国統一指標（案）の取り組み状況(H27年度データ)
※H29.3末時点の資料は、データを入手し次第、照会予定。

③施工時期等の平準化

指標③-1：平準化率

1団体

2%

6団体

14%
4団体

10%

4団体

10%

27団体

64%

H27年度

a

b

c

d

e

件数ﾍﾞｰｽ

平均0.67

対象機関：42機関(国、法人等、県、政令市)

※272機関より230市町村(政令市除く)除く

2団体

5%

6団体

14%

6団体

14%

9団体

22%

19団体

45%

H27年度

a

b

c

d

e

金額ﾍﾞｰｽ

平均0.75
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平成 28 年 10 月 31 日 
 

発注関係事務全国統一指標（案）について 
 
１． 基本的な考え方 

 平成 26年、「公共工事の品質確保の促進に関する法律」（以下、品確法とい

う）が改正された。この品確法第 22条において、国は、発注者を支援するた

め、運用に関する指針（以下、運用指針という）を定めることが規定され、

平成 27年 1月に運用指針が策定された。 

 各発注者においては、運用指針等により、発注関係事務の適切な運用を図

るよう努めるとともに、全ての市町村を構成員に含む各ブロックの地域発注

者協議会を通じて発注者が連携し、発注関係事務の実施状況の把握等、発注

関係事務の適切な運用に向けた取り組みがなされている。 

 一方、受注者からは、品確法の改正により一定の改善が見られるものの、

依然として課題があるとの指摘もある。 

 今後、全国的に一層の発注関係事務の改善に取り組むためには、自らの発

注関係事務について客観的な状況を把握できる統一的な指標の設定が有効な

手段であると考えられる。 

 なお、指標の設定やこれによる実態の把握は、発注者が主体的に取組むべ

きものであることから、発注者で構成する各ブロックの地域発注者協議会に

おいて議論し、決定することが適当であると考えている。 

 
２． 進め方（案） 

① 受発注者等の視点から全国統一で検討する項目（重点項目）を選定 

② 重点項目ごとに指標を地域発注者協議会において決定 

③ 各発注者において指標値を調査（一部、既存調査等を活用） 

※調査と並行して、受注者側の課題認識等の把握を実施 

④ 全国で集計し、各発注者が自らの立ち位置を確認（発注関係事務の改善の参

考に活用） 

⑤ 議論を経て、必要に応じて、発注者の規模等を勘案した目安とする目標を設定 

  

 
３． 重点項目（案）について 

 運用指針に掲載されている実施項目のうち、受発注者双方の視点、有識者によ

る委員会での議論から、次の項目について、指標を設定することが考えられる。 

① 適正な予定価格の設定 

② 適切な設計変更 

③ 施工時期等の平準化 

なお、今後、発注関係事務の状況等を踏まえ、追加・修正等を行うことも必要であ

る。 
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４． 指標（案）について 

重点３項目について、それぞれ指標案を設定。具体的な定義や指標分類（案）、考

え方等を記載。 

① 適正な予定価格の設定 
指標①－１：最新の積算基準の適用状況及び基準対象外の際の対応状況（見

積り等の活用） 
○定義 

・ 最新の積算基準：１年※以内に更新されている積算基準（※営繕の場合は 2 年） 

・ 基準対象外（小規模施工など）の際の対応状況：見積り等により積算する要

領を整備し運用しているか否か 

 

○指標分類（案） 

a：最新の積算基準を適用し、かつ、基準範囲外の場合の要領※を整備し活用 

b：最新の積算基準を適用しているが、基準範囲外の場合の要領※は整備して

いない 

c：その他 
（※基準以外に一定のルールを定めている場合を含む） 

 

○考え方等 

積算基準とは、その適用範囲が定められており、適用範囲外もしくは適用範囲

内であるが積算額が合わず、不調・不落が発生している歩掛かりについては見

積もり等を活用し、適切な予定価格を設定する必要がある。 
指標１－②：単価の更新頻度 
○定義 

 使用する資材・材料の単価の更新・確認頻度。 

※対象は、物価資料に掲載のあるものとする。 

 

○指標分類（案） 

a:最新単価（1 ヶ月以上経過したものでも最新であれば該当）、b:3 ヶ月以内、c：

6 ヶ月以内、d:12 ヶ月以内、e:それ以上 

 

 

○考え方等 

・ 資材価格の単価は、物価資料により毎月更新されており、基本的には、その

最新の単価を用いて積算することが求められる 

 
② 適切な設計変更 

 指標②－１：設計変更ガイドラインの策定・活用状況 
 ○定義 

 関係機関協議、用地、安全対策、環境対策等の工程や請負金額に影響のあ
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る内容について条件明示をし、条件の変更があった場合には、変更内容に基

づき、変更を行っているか。 

  

 ○指標分類（案） 

 a ガイドラインを策定・活用し、これに基づき設計変更を実施 

b：設計変更ガイドラインは未策定だが、必要に応じて設計変更を実施 

c：設計変更を実施していない 

  

 ○考え方等 

 入契法調査を活用し把握 
 
 指標②－２：設計変更の実施工事率 
 ○定義 

 当該年度に完了した工事（500 万円以上）のうち、設計変更を行った工事（精

算変更含む）の比率 

  

 ○指標分類（案） 

 コリンズデータによる分析により、分類案を決定（下記は素案） 

 a：75%以上 

 b：50～75% 

 c：25～50% 

 d：0～25% 

 e：設計変更を行っていない 

  

 ○考え方等 

・ 全ての工事において設計変更を行う必要が必ずしもあるわけではないが、

工事、金額ともに一定規模以上の工事では、現場等の条件が発注時から全

く変わらないことは想定しづらい。 

・ このことから一定規模以上（500 万円以上）の工事を対象に「設計変更の実

施工事率」を指標としたい。 

・ なお、当該指標は設計変更の実施状況を把握するものであり、指標値 100%

とならなくてもよい可能性がある。 

・ コリンズデータを活用して、数値算出（日本建設情報総合センター（以下、

JACIC という）から提供予定） 

【JACIC から提供が可能なもの】 

都道府県・政令市のデータ（H25 年度～H27 年度）：提供済み 

市町村のデータ（H25 年度～H27 年度）：12 月中をめどに提供予定 

 
③ 施工時期等の平準化 

 指標③－１：平準化率 
 ○定義 
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平準化率：年度の平均稼働件数・金額と 4～6 月期の平均稼働件数・金額※と

の比率 

対象：契約金額 500 万円以上の工事 

稼働件数：当該月に工期が含まれる工事の件数 

稼働金額：最終契約金額（工期中のものは当初契約金額）を工期月数で除し

た金額を足し合わせたもの 

※4～6月期が閑散期（最も数値が低い3ヶ月間）とならない場合は、連続する3

ヶ月間で最も低い平均値となる期間の値を分子とすることができる。 

  

 ○指標分類案 

 コリンズデータによる分析により、分類案を決定（下記は現状の素案） 

 a:0.9 以上、b:0.9～0.8、c:0.8～0.7、d:0.7～0.6、e:0.6 以下 

  

 ○考え方等 

・ 建設総合統計において、全国の傾向として閑散期となる４～６月期を年度の

平均と比較する指標とした。 

・ 各発注者の実施状況を統一的な指標で把握していくことが、各発注者にお

いても有用 

・ 発注者の負担や作業の煩雑性に考慮し、その算出にあたっては、コリンズデ

ータを活用して、数値算出（JACIC から提供予定） 

【JACIC から提供が可能なもの】 

都道府県・政令市のデータ（H25 年度～H27 年度）：提供済み 

市町村のデータ（H25 年度～H27 年度）：12 月中をめどに提供予定 
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Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

発注情報の一元化に向けた
これまでの取り組みについて

, Kyusyu Regional Development Bureau

○発注機関の多くはインターネットで発注見通しを公表。

○公表は発注機関毎（各地域の局・事務所単位）で実施。

○公表内容・公表（更新）時期も発注機関で異なっている。

○公表内容・公表（更新）時期が発注機関で異なるため、一元的な情報把握が難しく、地域単位で
の発注予定を把握する場合、時間と手間を要している。

○より計画的な技術者の配置、資機材の調達を行いやすくするため、発注見通しの公表を希望。

【これまで】

【受注者からは】

○熊本県では、熊本地震等復旧・復興工事情報連絡会議(H28.11.10)において、各発注機関の発
注見通しの全容が把握できるよう「発注見通しの一元化」を図り公表する取り組みを実施していく。

○東北地方では、東北地方発注者協議会(H25.10.23)において「発注見通しとりまとめ版」公表の
取り組みを実施。

○沖縄県においても、平成26年9月5日より、「発注見通しの一元化」を実施。

発注見通しの一元化へ向けた取り組み

○各機関の発注見通しの全容が把握できるように、統合して公表する取り組みを

平成29年度から開始。

【九州ブロックにおいても】

【取組事例】
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発注見通しの公表について（品確法運用指針）

11

（発注や施工時期等の平準化）

地域ブロック毎に組織される地域発注者協議会や地方公共工事契約業務連絡協議会等（以下「地域発注者
協議会等」という。）を通じて、各発注者が連携し、発注者の取組や地域の実情等を踏まえ、発注見通しについ
て地区単位等で統合して公表するよう努める。また、債務負担行為の積極的な活用、年度当初からの予算執
行の徹底、工事完成時期の年度末への集中を避けることなど予算執行上の工夫や、建設資材や労働者の確
保等の準備のための工事着手までの余裕期間の設定といった契約上の工夫等を行うとともに、工事の性格、
地域の実情、自然条件、週休２日の確保等による不稼働日等を踏まえた適切な工期を設定の上、発注・施工
時期等の平準化に努める。

【運用指針本文】

発注見通しについて地区単位等で統合して公表

各発注機関それぞれで公表している発注見通しを統合して公表すること等により、受注者が技術者・技能者
の配置等を計画的に行いやすい環境を整えることができる。

国土交通省をはじめ国の機関・都道府県等の発注見通しについてはポータルサイトにより、共有化されてい
る。また、一部発注者においては、発注見通しの更新頻度を高める取組を実施されている（例えば、国土交通
省では四半期毎に発注見通しを更新）。

特に、東北地方においては、技術者・技能者の配置等を行いやすい環境を整備するため、東北地方整備局
や東北農政局等の国の機関及び県や市等の地方公共団体は、建設業者が発注見通しの全容を把握できるよ
うに、平成25 年11 月から各機関の発注見通し（発注時期、予定工期、工種、事業規模、施工場所）を統合して
地区毎に公表されている。

【解説】

発注見通しの公表について（入札契約適正化法）

12

（地方公共団体による情報の公表）

第七条 地方公共団体の長は、政令で定めるところにより、毎年度、当該年度の公共工事の発注の見通しに
関する事項で政令で定めるものを公表しなければならない。

２ 地方公共団体の長は、前項の見通しに関する事項を変更したときは、政令で定めるところにより、変更後の
当該事項を公表しなければならない。

【公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関する法律（抜粋）】

（地方公共団体による発注の見通しに関する事項の公表）

第五条 地方公共団体の長は、毎年度、四月一日（当該日において当該年度の予算が成立していない場合に
あっては、予算の成立の日）以後遅滞なく、当該年度に発注することが見込まれる公共工事（予定価格が二百
五十万円を超えないと見込まれるもの及び公共の安全と秩序の維持に密接に関連する公共工事であって当該
地方公共団体の行為を秘密にする必要があるものを除く。）に係る次に掲げるものの見通しに関する事項を公
表しなければならない。

一 公共工事の名称、場所、期間、種別及び概要

二 入札及び契約の方法

三 入札を行う時期（随意契約を行う場合にあっては、契約を締結する時期）

【公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関する法律施行令（抜粋）】

政令の定めによる公表項目
①工事の名称、②工事の場所、③工事の期間、④工事種別、⑤工事の概要
⑥入札及び契約の方法、⑦入札予定時期
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◆九州ブロック発注者協議会として、平成29年度より発注見通しの一元化を開始。
　 発注情報の閲覧・検索をスムーズに行えるようになりました。

◆この取り組みにより、建設業者による技術者や技能者の計画的な配置や、資機材の円滑な調達に
　 役立つことが期待されます。

発注情報の一元化の取り組み状況（H29.4現在）

6 6
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発注情報の一元化について（福岡県内地域区分図）

施工地域 市町村 施工地域 市町村

芦屋町 うきは市
岡垣町 大川市
遠賀町 大木町
苅田町 大牟田市
北九州市 小郡市
上毛町 久留米市
築上町 大刀洗町
中間市 筑後市
豊前市 広川町
水巻町 みやま市
みやこ町 柳川市
行橋市 八女市
吉富町 赤村
朝倉市 飯塚市
糸島市 糸田町
宇美町 大任町
大野城市 嘉麻市
春日市 川崎町
粕屋町 香春町
古賀市 鞍手町
篠栗町 桂川町
志免町 小竹町
新宮町 添田町
須恵町 田川市
太宰府市 直方市
筑紫野市 福智町
筑前町 宮若市
東峰村
那珂川町
久山町
福岡市
福津市
宗像市

北九州

福岡

筑後

筑豊

※各施工地域内における市町村は、五十音順で表記。

発注情報の一元化について（佐賀県内地域区分図）

施工区域 市町

唐津市

玄海町

伊万里市

有田町

武雄市

嬉野市

鹿島市

大町町

江北町

白石町

太良町

佐賀市

多久市

小城市

神埼市

鳥栖市

吉野ヶ里町

上峰町

みやき町

基山町

唐津

伊万里

杵藤

佐賀

東部

唐津

伊万里

杵藤

佐賀

東部
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長崎地域

長与町

長崎市

時津町

県央地域

諫早市

大村市

島原地域

雲仙市

島原市

南島原市

県北地域

西海市

東彼杵町

川棚町

波佐見町

佐世保市

佐々町

松浦市

平戸市

佐世保市

小値賀町

五島地域

新上五島町

五島市

壱岐市

壱岐地域
対馬市

対馬地域

大瀬戸地域

田平地域

上五島地域

施工地域 市町村
長崎市
長与町
時津町
諫早市
大村市
島原市
雲仙市

南島原市
佐世保市
東彼杵町
川棚町

波佐見町
小値賀町
佐々町
平戸市
松浦市

大瀬戸 西海市
五島 五島市

上五島 新上五島町
壱岐 壱岐市
対馬 対馬市

県北

田平

長崎

県央

島原

発注情報の一元化について（長崎県内地域区分図）

発注情報の一元化について（熊本県内地域区分図）

施工地域 市町村 施工地域 市町村

菊池市 御船町
合志市 嘉島町
大津町 益城町
菊陽町 甲佐町
荒尾市 山都町
玉名市 八代市
玉東町 氷川町
南関町 水俣市
長洲町 芦北町
和水町 津奈木町

人吉市
錦町

阿蘇市 多良木町
南小国町 湯前町
小国町 水上村
産山村 相良村
高森町 五木村
西原村 山江村
南阿蘇村 球磨村

あさぎり町

上天草市
宇土市 天草市
宇城市 苓北町
美里町

上益城

宇城

阿蘇

玉名

菊池

鹿本 山鹿市

熊本 熊本市

天草

球磨

芦北

八代
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発注情報の一元化について（大分県内地域区分図）

大分市

別府市

中津市

日田市

佐伯市

臼杵市

津久見市

竹田市

豊後高田市

杵築市宇佐市

豊後大野市

由布市

国東市

姫島村

日出町

九重町

玖珠町

施工地域 市町村名

豊後高田 豊後高田市

国東 国東市

姫島 姫島村

別府 別府市

杵築 杵築市

日出 日出町

大分 大分市

由布 由布市

臼杵 臼杵市

津久見 津久見市

佐伯 佐伯市

豊後大野 豊後大野市

竹田 竹田市

玖珠 玖珠町

九重 九重町

日田 日田市

中津 中津市

宇佐 宇佐市

発注情報の一元化について（宮崎県内地域区分図）

日向土木事務所管内

延岡土木事務所管内

高鍋土木事務所

宮崎土木事務所管内

日南土木事務所管内

串間土木事務所管内

西臼杵支庁管内

西都土木事務所管内

小林土木事務所管内

都城土木事務所管内

高岡土木事務所管内

延岡市
日之影町

高千穂町

椎葉村

諸塚村

美郷町

門川町

日向市

都農町

川南町

高鍋町

新富町

西都市

西米良村

宮崎市

国富町
綾町

宮崎市
高岡町

小林市

都城市

日南市

三股町

串間市

高原町

えびの市

五ヶ瀬町

木
城
町

椎葉村
の一部
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発注情報の一元化について（鹿児島県内地域区分図）

施工地域 市町村 施工地域 市町村 施工地域 市町村
鹿児島市 霧島市 西之表市
日置市 伊佐市 中種子町

いちき串木野市 姶良市 南種子町
三島村 湧水町 屋久島町
十島村 鹿屋市 奄美市
枕崎市 垂水市 大和村
指宿市 曽於市 宇検村

南さつま市 志布志市 瀬戸内町
南九州市 大崎町 龍郷町
阿久根市 東串良町 喜界町
出水市 錦江町 徳之島町

薩摩川内市 南大隅町 天城町
さつま町 肝付町 伊仙町
長島町 和泊町

知名町
与論町

熊毛

大島

姶良・伊佐

大隅

鹿児島

南薩

北薩

○作業フロー

【市町村】【各県】

記入済みの県、市町村の
とりまとめ様式を送付

市町村のとりまとめ様式を
受領

記入済みのとりまとめ様式
を送付

【九州地方整備局】

全機関のとりまとめ様式を
統合

九州地方整備局ホーム
ページに掲載

記入済みの各機関のとり
まとめ様式を受領

【国の機関・法人等・政令市】

記入済みのとりまとめ様式
を送付

とりまとめ様式に施工地域
毎の発注予定工事を記入

とりまとめ様式に施工地域
毎の発注予定工事を記入

とりまとめ様式に施工地域
毎の発注予定工事を記入

とりまとめ様式に施工地域
毎の発注予定工事を記入

発注見通しの一元化へ向けた取り組み（作業フローと今後の予定）

○九州ブロック発注者協議会として、平成２９年度より発注見通しの一元化公表を開始。

○今後、四半期ごとに各発注機関の発注見通しを公表。

○現状と今後の予定
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◆全工事件数（※随意契約を除く）のうち、総合評価適用工事の割合

全工事
（件）

総合評価
適用工事（件）

国 2,109件 1,939件
法人等 118件 62件

県 17,717件 2,161件
市 7,821件 475件

全体 27,765件 4,637件

※発注機関について

　国　　： 警察庁九州管区警察局、財務省九州財務局、福岡財務支局、門司税関、長崎税関、国税庁福岡国税局、

国税庁熊本国税局、農林水産省九州農政局、林野庁九州森林管理局、経済産業省九州経済産業局、

国土交通省九州地方整備局、九州運輸局、海上保安庁第七管区海上保安本部、海上保安庁第十管区海上保安本部

環境省九州地方環境事務所、防衛省九州防衛局、福岡高等裁判所

　法人等 ： 西日本高速道路株式会社九州支社、（独）国立文化財機構九州国立博物館、（独）鉄道建設・運輸施設整備支援機構

（独）都市再生機構九州支社、（独）水資源機構、（独）石油天然ガス・金属鉱物資源機構

　市　　： 北九州市、福岡市、熊本市、久留米市佐賀市、長崎市、八代市、大分市、宮崎市、薩摩川内市、鹿児島市

（九州ブロック発注者協議会の構成員となっている政令市、代表市）

◆公共工事の品質確保の促進に関する法律（平成26年6月4日 改正）より抜粋
（基本理念）
第３条　

発注※

機関

総合評価落札方式の実施状況（平成28年度実績）

H28実績

２　公共工事の品質は、建設工事が、目的物が使用されて初めてその品質を確認できること、その品質が受注者の
技術的能力に負うところが大きいこと、個別の工事により条件が異なること等の特性を有することに鑑み、経済性に
配慮しつつ価格以外の多様な要素も考慮し、価格及び品質が総合的に優れた内容の契約がなされることにより、
確保されなければならない。

1,939件

92%

170件

8%

国

総合評価適用工事

その他

全工事件数：2,109件

2,161件

12%

15,556件

88%

県

総合評価適用工事

その他

全工事件数：17,717件

62件

53%

56件

47%

法人等

総合評価適用工事

その他

全工事件数：118件

4,637件

17%

23,128件

83%

全体

総合評価適用工事

その他

全工事件数：27,765件

475件

6%

7,346件

94%

市（政令市、代表市）

総合評価適用工事

その他

全工事件数：7,821件
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今後の発注事務の改善に向けた取り組み（案）

（１）情報共有の推進

各県部会において、重点指標に関連した改善策や好事例等について情報共有を行う。

（例） ①適正な予定価格の設定

・県、市町村の積算システムの連携状況 等

②適切な設計変更

・いきいき現場づくり活用事例、設計変更ガイドライン活用事例 等

③施工時期等の平準化

・二ヵ年国債、繰越制度の活用、適正な工期設定 など

（２）市町村の支援策の検討

各県部会等を活用して発注現場の問題点、課題を明らかにするとともに今後の

市町村支援の方向性を検討。

①実態把握

②問題点、課題の抽出

③支援の方向性

･アンケート、ヒアリング等

･具体の問題点の特定

･支援メニュー等の抽出

発注事務の実態把握アンケート項目（案）

①発注体制の把握
②発注事務（発注計画～入札～監督・検査）
のプロセスチェック

③全国重点指標に関する業務の問題点と
改善要望の把握

④その他発注事務に関する悩み把握 等

【九州地方整備局】 資料－２



Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

建設現場の働き方改革に向けた取り組み
～週休二日の実施について～

働き方改革実行計画（平成29年３月28日 働き方改革実現会議決定）

本文（建設業関係抜粋）

（現行の適用除外等の取扱）

現行制度で適用除外となっているものの取り扱いについては、働く人の視点に立って働き方改革を
進める方向性を共有したうえで、実態を踏まえて対応の在り方を検討する必要がある。

建設事業については、限度基準告示の適用除外とされている。これに対し、今回は、罰則付きの時
間外労働規制の適用除外とせず、改正法の一般則の施行期日の５年後に、罰則付き上限規制の一
般則を適用する（ただし、復旧・復興の場合については、単月で100時間未満、２か月ないし６か月の
平均で80時間以内の条件は適用しない）。併せて、将来的には一般則の適用を目指す旨の規定を

設けることとする。５年後の施行に向けて、発注者の理解と協力も得ながら、労働時間の段階的な短
縮に向けた取組を強力に推進する。

（取引条件改善など業種ごとの取組の推進）

取引関係の弱い中小企業等は、発注企業からの短納期要請や、顧客からの要求などに応えようと
して長時間労働になりがちである。商慣習の見直しや取引条件の適正化を、一層強力に推進する。

建設業については、適正な工期設定や適切な賃金水準の確保、週休２日の推進等の休日確保な
ど、民間も含めた発注者の理解と協力が不可欠であることから、発注者を含めた関係者で構成する
協議会を設置するとともに、制度的な対応を含め、時間外労働規制の適用に向けた必要な環境整備
を進め、あわせて業界等の取組に対し支援措置を実施する。また、技術者・技能労働者の確保・育
成やその活躍を図るため制度的な対応を含めた取組を行うとともに、施工時期の平準化、全面的な
ICTの活用、書類の簡素化、中小建設企業への支援等により生産性の向上を進める。

資料-3
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建設業における休日の状況（直轄工事）

◯ 直轄工事においては、４週８休を実施している現場は全体の１割未満。

注：工期に占める休日から推定

現場の休日取得状況（H25、26年度竣工工事）

7.6%

4.2%

14.9%

24.0%

33.5%

15.9%

0.0%

10.0%

20.0%

30.0%

40.0%

４週８休 ４週７休 ４週６休 ４週５休 ４週４休 4週4休未満

n=2,397

【規模別】建設業における休日の状況（直轄工事）

◯ 直轄工事においては、 ４週８休を実施している現場は全体の１割未満。
◯ 請負金額が大きいほど、休日は少ない傾向にある。

注：工期に占める休日から推定

現場の休日取得状況（H25、26年度竣工工事）

8.7%
4.8%

16.5%

24.5%

31.0%

14.4%

0.0%

10.0%

20.0%

30.0%

40.0%

50.0%

4週8休 4週7休 4週6休 4週5休 4週4休 4週8休

n=2,001

対象：請負金額３億円未満

1.8% 1.0%

6.6%

21.5%

46.0%

23.2%

0.0%

10.0%

20.0%

30.0%

40.0%

50.0%

4週8休 4週7休 4週6休 4週5休 4週4休 4週8休

n=396

対象：請負金額３億円以上

4週4休未満 4週4休未満
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平成２９年５月１６日

九 州 地 方 整 備 局

【問い合せ先】 

九州地方整備局 企画部 技術管理課長    竹下
たけした

 真治
し ん じ

（内線 3311） 

技術管理課課長補佐 小田
お だ

 禎彦
よしこひ

（内線 3312） 

ＴＥＬ：代表番号 092-471-6331 直通番号 092-476-3546 

建設現場での「週休２日」を推進します。

～建設業の働き方改革を実現し、担い手確保に努めます～ 

○ 建設業の働き方改革の実現に向け、九州地方整備局が発注する直轄工事の

現場で「週休２日」の導入を推進します。

○ 具体的には、直轄工事の現場で「週休２日」を実現した工事に対し、間接
工事費の補正、工事成績での加点評価を行います。

≪取り組む施策のポイント≫ 

① 工事内容に応じ、必要な準備期間と後片付け期間を確保

② 「週休２日」の実施は受注者が判断

③ 「週休２日」を達成した工事に対し、間接工事費を補正（増額）

④ 「週休２日」を達成した工事に対し、工事成績を加点評価

４週８休 ４週６休（７休） ４週５休 

間接工事費の補正 ○ ― ― 

工事成績の加点評価 ○ ○ ― 

≪建設業の働き方改革≫ 

 建設業界では、若手技術者の離職や入職者が年々減少するなど、将来の担い手

確保が大きな課題となっています。

 そのため、国土交通省では長時間労働の是正や休日を確保できる環境整備を一

層強化するなど、建設業の「働き方改革」を推進しています。
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建設現場での「週休２日」を推進します
～建設業の働き方改革により担い手確保に努めます～

○ 「４週８休」達成できた場合
・工事成績における加点評価 ⇒加点評価を実施 ・間接工事費への補正 ⇒増額する

○ 「４週６休（４週７休を含む）」達成できた場合
・工事成績における加点評価 ⇒加点評価を実施 ・間接工事費への補正 ⇒増額しない

（休日作業の対象とならないケース）
・災害時の緊急時に発注者が作業を要請した場合
・異常気象時等による安全パトロール（安全訓練等によるパトロールは対象とします）
・現場見学会等、現場を公開する場合等
※上記以外のケースで休日作業として認めるかの判断は、受発注者間で協議し決定することとします

【評価方法】

○ 「４週８休」が達成できた場合は、間接工事費率に以下の補正係数を精算時に増額します
・【共通仮設費】 １．０２ 【現場管理費】 １．０４

○ 「週休２日」を達成した工事について、インセンティブとして「工事成績における加点評価」を実施します
達成できなかった場合の工事成績での加点評価は行わないこととします

【成績評定・間接工事費の取り扱い】

○ 「週休２日」の実施については、受注者の判断によるものとします
○ 受注者は「週休２日」の実施を、工事打合せ簿で監督職員に協議します

実施する場合は「４週８休」「４週６休（４週７休を含む）」のいずれで実施するか明記します
○ 実施する場合は、施工計画書の計画工程表に「４週８休」「４週６休（４週７休を含む） 」 いずれかの工程計画を
反映したうえで、監督職員へ提出します

○ 「週休２日」の実施にあたっては、「週休２日工事」であることを現場に看板等で掲示することにより、現場周辺へ
「宣言」します

○ 受注者は、実施工程表等により、 「週休２日」の実施状況を取りまとめ、月1回監督職員へ報告します

【意思表示】

○ 監督職員は、休日の確保を行った記録については、主任監督員が毎月1回実施工程表等で確認します
○ 監督職員は、「週休２日」を取り組むにあたり日々の残業が大幅に増えないよう事前に指導します

【確認方法等】

【対象工事】

○ 平成２９年５月１０日以降に契約手続きを開始する工事を対象とします
（営繕工事、災害復旧工事や年間を通しての維持工事等は対象外）

【週休2日とは】

○ 「週休２日」とは、４週６休以上の休日を確保することとし、休日には現場での作業などは一切行わないこととします
○ 休日には、祝祭日、夏期休暇、年末年始休暇及び降雨のために現場作業のできない日は含まないこととします

【適切な工期の設定】

○ 「週休２日」の実現に向けて、発注段階より適切な工期を設定します
・ 工事内容に応じた必要な準備期間と後片付け期間を確保します
・ 工期算出には、現場の実態に合わせた工期を算出できる工期設定支援システムを活用します
・ 施工条件を特記仕様書に明示し、受注者の責に寄らない施工条件の変更等については、各種ガイドライン
に則り、適切に契約変更を行います
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Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

i-Constructionについて

九州地整における ICT活用工事の実施状況

ICT活用工事発注状況（平成29年５月１９日現在）

※1工事あたり土工量が1,000m3以上の河川土工、海岸土工、砂防土工（掘削工・盛土工・法面整形工）及び
道路土工（掘削工・路体盛土工・路床盛土工・法面整形工）を適用する工事を対象とする（ダム本体工事・トン
ネル工事は除く）

※赤文字が九州地方整備局独自運用

1

福岡県 佐賀県 長崎県 熊本県 大分県 宮崎県 鹿児島県 九州

発注者指定型 0件 0件 0件 0件 0件 0件 0件 0件

施工者希望Ⅰ型 5件 10件 5件 11件 13件 15件 27件 86件

施工者希望Ⅱ型 87件 22件 20件 87件 31件 74件 55件 376件

合　　計 （Ａ） 92件 32件 25件 98件 44件 89件 82件 462件

 ICT活用実施工事件数 （Ｂ） 30件 13件 10件 34件 17件 33件 42件 179件

(内)ICT活用工事　完了済み件数 12件 2件 5件 16件 3件 11件 26件 75件

 ICT活用 実施率（Ｂ）÷（Ａ） 33% 41% 40% 35% 39% 37% 51% 39%

※既契約でのICT活用工事は施工者希望型Ⅱ型に含む

公
告
済
み
件
数

資料-4
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事務所名 工事名
完了の
有無

受注業者 No 事務所名 工事名
完了の
有無

受注業者

筑後川北野地区築堤工事 完了 (株)南組 47 長崎４９７号志佐地区改良工事 完了 （株）田浦組

筑後川恵利地区（上流）堤防補強工事 完了 九州環境建設(株) 48 長崎４９７号仏坂地区改良３期工事 完了 （株）誠伸建設

筑後川恵利地区（下流）堤防補強工事 完了 江上建設(株) 49 鷲崎第３樋管新設及び築堤外工事 完了 竹下建設工業（株）

筑後川高野地区築堤工事 完了 濱崎建設（株） 50 長崎４９７号調川地区改良工事 完了 （株）上滝

筑後川城島地区築堤外工事 完了 建武工業（株） 51 長崎４９７号志佐地区改良３期工事 完了 （株）梅村組

矢部川高柳地区（上流）築堤工事 完了 （株）昭和組 52 長崎４９７号調川地区下免舗装工事 （株）上滝

矢部川鷹ノ尾地区（上流）築堤工事 完了 （株）河建 53 半造川築堤その他工事 （株）長崎西部建設

矢部川文広地区上流築堤工事 木原建設（株） 54 立野ダム工事事務所 立野地区斜面掘削その他工事 (株)福田組

矢部川徳島地区築堤外工事 完了 （株）河建 55 中川橋上流地区堤防整備工事 完了 （株）皆本建設

筑後川宮ノ陣地区堤防補強外工事 完了 堤工業(株) 56 竈門上流地区河道掘削その他工事 完了 （株）池田建設

矢部川本郷地区築堤工事 完了 (株)廣瀬組 57 竈門中流地区河道掘削その他工事 完了 （株）八方建設

矢部川川犬地区築堤護岸工事 （株）鍋田組 58 大浜上流地区堤防整備工事 完了 （株）熊野組

矢部川泰仙寺・東津留地区築堤護岸工事 ㈱瀬口組 59 小原中流地区堤防整備工事 完了 （株）熊野組

矢部川徳島地区旧堤撤去工事 ㈱瀬口組 60 下津原下流地区河道整備その他工事 （株）高喜工業

矢部川中島地区築堤及び市道改築受託合併工事 (株)廣瀬組 61 竈門上流地区河道整備その他工事 （株）八方建設

広川黒田地区築堤外工事 森部建設（株） 62 下津原中流地区河道整備工事 （株）フチガミ

筑後川下野地区築堤外工事 森永建設（株） 63 中富地区河道掘削その他工事 （株）緒方建設

筑後川大石地区堤防補強工事 （株）三原産業 64 熊本復興事務所 平成２８年度災害復旧　熊本３２５号南阿蘇地区改良工事 松本建設㈱･大政建設㈱JV

福地川下境地区築堤工事 （株）大和土木 65 九州横断道（嘉島～山都）高木地区改良４期工事 完了 明治建設（株）

福地川上境地区築堤工事 完了 中川建設（株） 66 九州横断道（嘉島～山都）北中島地区改良３期工事 五領建設（株）

福地川上境地区上流部築堤工事 （株）白石組 67 平成２８年度災害復旧緑川釈迦堂地区外堤防復旧工事 中内・昇ＪＶ

感田上流地区堤防強化工事 （株）高瀬組 68 緑川甲佐地区環境整備工事 完了 矢部開発（株）

福岡２０８号　矢加部地区改良工事 完了 （株）中村組 69 緑川川口下流地区築堤工事 （株）岩永組

福岡２０８号　大野島地区改良外工事 （株）南組 70 緑川甲佐地区環境整備（その２）工事 （有）八十建設

福岡２０８号　西蒲池地区舗装工事 尾花建設（株） 71 熊本３号小津奈木地区改良２工区外工事 完了 （株）中山建設

福岡２０８号　柳川西ＩＣ舗装工事 冨士・大豊（共） 72 熊本３号水俣ＩＣ部改良１工区外工事 味岡建設（株）

福岡３号　宮ノ陣６丁目地区改良工事 井樋建設(株) 73 熊本３号水俣ＩＣ部函渠工外工事 味岡建設（株）

今宿道路　前原多久地区改良工事 アスミオ．（株） 74 熊本３号大迫地区法面１工区工事 (株)土井組

福岡２０８号　柳川大川地区改良工事 （株）宝栄工業 75 球磨川中流部河道整備工事 完了 味岡建設（株）

平成２８年度　辺春地区側道橋下部工外工事 （株）南組 76 熊本３号長野地区改良１工区工事 完了 （株）中山建設

佐賀４９７号府招長田地区西改良工事 完了 （株）下村建設 77 大瀬地区外河道整備工事 八代港湾工業（株）

佐賀４９７号府招長田地区東改良工事 完了 岡本建設（株） 78 中神地区外河道整備工事 青木建設（株）

佐賀４９７号府招平松地区北改良工事 （株）岸本組 79 熊本３号大迫地区法面４工区工事 (株)江川組

佐賀４９７号上万場地区南改良工事 笠原建設（株） 80 熊本３号水俣ＩＣ部改良２工区工事　 (株)中山建設

佐賀４９７号上万場地区北改良工事 唐津土建工業（株） 81 熊本３号町中地区舗装工事 (株)松下組

佐賀４９７号府招長田地区下改良工事 笠原建設（株） 82 球磨川上流部河道整備その１工事 完了 （株）江川組

佐賀４９７号府招道源地区下改良工事 峰組・石丸建設（共） 83 球磨川上流部河道整備その２工事 完了 味岡建設（株）

みやき地区改良外工事 下村建設(株) 84 球磨川上流部河道整備その３工事 完了 （株）白砂組

佐賀４９７号伊万里道路府招上地区改良工事 下村建設(株) 85 球磨川上流部河道整備その４工事 完了 丸昭建設（株）

佐賀３４号武雄バイパス西地区舗装工事 松尾建設（株） 86 球磨川上流部河道整備その５工事 完了 （株）土井組

佐賀４９７号府招平松地区南改良工事 牟田建設（株） 87 球磨川上流部河道整備その６工事 完了 三和建設（株）

牛津川管内堆積土砂掘削外工事 岡本建設（株） 88 大分５７号大野竹田道路挟田地区第２工区改良外工事 （株）盛田組

六角川管内堆積土砂掘削外工事 冨士建設（株） 89 大分５７号大野竹田道路三宅地区構造物設置外工事 完了 谷川建設工業（株）

水無川１号砂防堰堤左岸改築（その１）工事 （株）寺尾建設 90 大分５７号大野竹田道路竹田ＩＣ地区第３工区改良外工事 後藤建設（株）

水無川１号砂防堰堤左岸改築（その２）工事 （株）吉川組 91 大分５７号大野竹田道路竹田千引跨道橋下部工外工事 （株）盛田組

水無川１号砂防堰堤右岸盛土外工事 （株）上滝 92 大分５７号大野竹田道路高伏地区第２工区改良外工事 （株）友岡建設

筑後川河川事務所

遠賀川河川事務所

福岡国道事務所

佐賀国道事務所

武雄河川事務所

長崎河川国道事務所

菊池川河川事務所

熊本河川国道事務所

八代河川国道事務所

雲仙復興事務所

佐伯河川国道事務所

2
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No 事務所名 工事名
完了の
有無

受注業者 No 事務所名 工事名
完了の
有無

受注業者

93 大分５７号大野竹田道路高伏地区第４工区改良外工事 （株）盛田組 138 鹿児島３号前田地区２工区改良工事 （株）渡辺組

94 大分５７号大野竹田道路三宅地区第５工区改良外工事 （株）友岡組 139 鹿児島３号前田地区３工区改良工事 完了 こうかき建設（株）

95 大分５７号大野竹田道路坪泉地区改良外工事 小田開発工業（株） 140 鹿児島３号福ノ江地区３工区舗装工事 完了 東亜道路工業（株）

96 中川原地区築堤護岸工事 完了 （株）川原建設 141 鹿児島３号福ノ江地区１工区舗装工事 完了 南生建設（株）

97 平田地区掘削築堤工事 笹原建設（株） 142 鹿児島３号福ノ江地区２工区舗装工事 完了 ヤマグチ（株）

98 大分212号三光本耶馬渓道路跡田地区工事用道路外工事 完了 河津建設（株） 143 鹿児島３号福ノ江地区４工区舗装工事 完了 （株）渡辺組

99 大分212号三光本耶馬渓道路田口ＩＣ地区構造物設置外工事 （株）川原建設 144 鹿児島３号出水北ＩＣ２工区改良工事 完了 丸福建設（株）

100 大分212号三光本耶馬渓道路田口ＩＣ地区第２工区改良工事 （株）川原建設 145 鹿児島３号櫓木地区２工区改良工事 完了 丸福建設（株）

101 大分212号三光本耶馬渓道路三光田口地区第６工区改良工事 （株）菅組 146 鹿児島３号出水北ＩＣ１工区改良工事 （株）植村組

102 国分地区河道掘削（その１）工事 河津建設（株） 147 鹿児島３号西前田地区１工区改良工事 完了 ヤマグチ（株）

103 国分地区河道掘削（その２）工事 （株）佐伯建設 148 鹿児島３号浦田地区１工区舗装工事 南生建設（株）

104 国分地区河道掘削（その３）工事 （株）安部組 149 鹿児島３号浦田地区２工区舗装工事 （株）渡辺組

105 宮崎１０号　小峰地区改良工事 完了 （株）五幸建設 150 鹿児島３号出水ＩＣ改築工事 朝日工業（株）

106 宮崎２１８号　折原地区改良外工事 完了 （株）竹尾組 151 鹿児島３号前田地区４工区改良工事 こうかき建設（株）

107 宮崎２１８号　深角南地区改良工事 上田工業（株） 152 鹿児島３号出水北ＩＣ５工区改良工事 こうかき建設（株）

108 宮崎２１８号　深角北地区改良工事 日新興業（株） 153 鹿児島３号前田地区５工区改良工事 丸福建設（株）

109 平成２８年度　北川地区改良工事 （株）坂下組 154 鹿児島３号上水流地区２工区舗装工事 完了 前田道路（株）

110 五ヶ瀬川野田地区上流掘削護岸工事 （株）綾建設 155 吉松地区中流堤防強化工事 完了 ヤマグチ(株)

111 昭和町下流地区掘削護岸外工事 完了 （株）伊東建設 156 吉松地区上流堤防強化工事 完了 林建設(株)

112 昭和町上流地区掘削護岸外工事 完了 上田工業（株） 157 楠元地区堤防強化工事 完了 外薗建設工業(株)

113 宮崎２１８号　深角西工区改良工事 （株）山崎産業 158 鶴田ダム再開発鶴田上流地区地すべり対策工事 完了 （株）田島組

114 野田地区掘削工事 矢野建設（株） 159 金波田地区下流掘削工事 (株)田代組

115 平成２８年度　北川長井地区改良外工事 （株）伊東建設 160 金波田地区上流掘削工事 外薗建設工業(株)

116 宮崎２１８号　深角東工区改良工事 日新興業（株） 161 大小路地区掘削護岸１工区工事 完了 鎌田建設(株)

117 宮崎２１８号　末市地区改良工事 （株）竹尾組 162 大小路地区掘削護岸２工区工事 薩摩建設(株)

118 昭和町掘削工事 (株)松澤組 163 大小路地区掘削護岸３工区工事 林建設(株)

119 皇子川２第１砂防堰堤その他工事 完了 （株）志多組 164 東川北環境整備工事 （株）志多組

120 武床谷第１砂防堰堤右岸工事 完了 吉原建設（株） 165 東九州道（大崎～鹿屋）岩永堀跨道橋下部工工事 完了 肝付土建（株）

121 大幡第１０砂防堰堤その他工事 完了 龍南建設（株） 166 春松川３号堰堤補修補強その他工事 完了 （株）久保工務店

122 宮崎１０号南横市地区跨道橋下部工（その２）外工事 完了 富岡建設（株） 167 東九州道（大崎～鹿屋）立小野堀地区改良工事 完了 （株）三共建設

123 中山谷３遊砂地下流その他工事 完了 永野建設（株） 168 長谷川４号床固工・右岸導流堤工事 完了 （株）野添土木

124 宮崎１０号南横市地区改良（その２）工事 完了 吉原建設（株） 169 長谷川５号床固工・右岸導流堤工事 完了 丸福建設（株）

125 東九州道（清武～北郷）芳ノ元地区改良外工事 富岡建設（株） 170 長谷川６号床固工・右岸導流堤工事 完了 （株）鹿大丸

126 川原田地区根固補修工事 完了 （株）藤元建設 171 野尻川外除石工・堰堤等補修工事 完了 丸福建設（株）

127 西町地区堤防浸透対策工事 大淀開発㈱ 172 東九州道（志布志～大崎）下堀地区側道外工事 完了 （株）池田建設

128 宮崎１０号蓑原地区改良工事 永野建設（株） 173 長谷川渓流保全工外工事 完了 （株）植村組

129 宮崎１０号都城道路２工区南横市地区函渠設置外工事 （株）坂下組 174 東九州道（志布志～大崎）坂上地区改良工事 佐藤建設（株）

130 東九州道（北郷～日南）恵良地区改良（４工区）外工事 （株）坂下組 175 中福良橋架替（旧橋撤去）工事 完了 （有）山之口建設

131 東九州道（北郷～日南）大藤地区改良（９工区）外工事 龍南建設（株） 176 東九州道（大崎～鹿屋）天神地区（第２工区）改良工事 完了 肝付土建（株）

132 宮崎１０号南横市地区改良（その３）工事 大淀開発（株） 177 平成２８年度桜島管内堰堤等補修・補強その他工事 完了 （株）渡辺組

133 東九州道（清武～北郷）芳ノ元地区改良（７工区）工事 大淀開発（株） 178 東九州道（志布志～大崎）境添地区外改良工事 森建設（株）

134 宮崎１０号南横市地区改良（その４）外工事 龍南建設（株） 179 東九州道（大崎～鹿屋）新堀込地区外改良工事 山佐産業(株)

135 宮崎１０号南横市地区改良（その５）工事 旭建設（株）

136 宮崎１０号蓑原地区第３号函渠設置外工事 龍南建設（株）

137 宮崎１０号南横市ＩＣ改良工事 吉原建設（株）

大分河川国道事務所

延岡河川国道事務所

宮崎河川国道事務所

鹿児島国道事務所

川内川河川事務所

大隅河川国道事務所

佐伯河川国道事務所

山国川河川事務所



（単位：百万円）

都道府県別 
福岡県 佐賀県 長崎県 熊本県 大分県 宮崎県 鹿児島県 九州７県

 発注者別 合計
　合　　　計 671,878 183 ,002  281 ,286 240 ,145 147 ,075 210 ,043 310,724 2 ,044 ,153  
1. 　　 　 国 99,925 22,083 29,577 52,275 27,079 72,175 77,540 380,654 
2. 公団･独法･政府企業等 85,163 28,593 64,677 15,198 17,465 13,879 16,229 241,204 
3.  都   道   府   県 148,881 52,484 103,013 86,516 55,163 66,034 122,718 634,809 
4.  市　 区 　町　 村 272,749 53,593 70,357 73,704 43,357 47,501 81,118 642,379 
5.  地 方 公 営 企 業 53,094 5,909 12,812 10,548 3,789 7,769 11,177 105,098 
6.  そ     の      他 12,067 20,339 850 1,905 222 2,686 1,942 40,011 

地方公共団体への取り組み推進

○ 発注者別の工事費の割合は、国（独法等含む）が３１％、県が３１％、市町村が３１％
○ 地方公共団体が関連する工事費は全体の約７割を占めている

（出典）国土交通省「建設総合統計」（２０１５年度）

２０１５年度 発注者別の工事費 （出来高ベース）

建設現場の生産性向上を進めるためには、公共
工事費の約７割を占める地方公共団体の取り組
みが重要

国（独法等含む）の占め
る割合は約３割

■ 各県説明会の開催

各県毎に県・政令市・市町村職員、建設コンサ
ルタント、施工者等に対し、i-Constructionの
取り組みやICT土工の基準等の説明会を開催。

福岡 1月26日 佐賀 1月18日 長崎 1月25日
熊本 2月17日 大分 2月１日 宮崎 2月16日
鹿児島 2月7日 4

H29～ ＩＣＴ舗装工を始めます
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出来形面管理
（ﾚｰｻﾞｰｽｷｬﾅ）

長期性能面管理
（ﾚｰｻﾞｰｽｷｬﾅ）

路盤工
（MCｸﾞﾚｰﾀﾞ導入）

事業ﾌｪｰｽﾞ（施工から維持管理）や目的（効率化から品質向上）に応じて
段階的に取り組みを進める。

【第１段階（Ｈ２９～）】 【第２段階】

長期性能向上に資
する施工・施工管理
のあり方検討

【第３段階】

点群ﾃﾞｰﾀ蓄積

品質ﾃﾞｰﾀ蓄積

生産性向上
（施工）

【目的】

生産性向上
（施工管理）

管理水準向上
（維持管理）

品質向上

（施工・施工
管理）

品質管理（密度）
（非破壊技術）

ｱｽﾌｧﾙﾄ舗装工・切削ｵｰﾊﾞｰﾚｲ等拡大検討
（MCﾌｨﾆｯｼｬｰ、MC切削機等導入）

当面のﾀｰｹﾞｯﾄ

研究開発



ICT舗装工：路盤工及び舗装工事の出来形管理の効率化

6

測量
設計・

施工計画
施工i-Construction

設計図に合わせ
丁張り設置

検測と施工を繰
り返して整形

丁張りに合
わせて施工

③ICTグレーダ等による
施工

④検査の省力化②ICT土工の３次元測量ﾃﾞｰ
ﾀによる設計・施工計画

ﾚｰｻﾞｰｽｷｬﾅ等により、短
時間で面的（高密度）な３
次元測量を実施

3次元設計データと

事前測量結果の差
分から、施工量を
自動算出。

３次元設計データ等により、
ICT建設機械を自動制御

ﾚｰｻﾞｰｽｷｬﾅ等の計測結果
活用した検査等により、出
来形の書類が半減

測量
設計・

施工計画
検査従来方法 施工

① ②

③ ④
これまでの情報化施工
の部分的試行

・作業効率向上
・丁張削減により作
業員数減少

３次元
データ作成

２次元
データ作成

事前測量の実施 ｺｱ抜きによる検査

事前測量

舗装工事
設計図面

下層路盤

施工量
自動算出

①ﾚｰｻﾞｰｽｷｬﾅ等で
事前測量

検査

平面図 縦断図

横断図

設計図から施
工量を算出

発注者

OK

【施工者希望Ⅱ型】
《①～⑤を全面活用する場合》

（１）総合評価の対象としない
（２）工事成績で加点評価する
（３）必要経費は変更計上する

「アスファルト舗装工事」または、「一般土木工事」のうち、対象工種種別を含む工事

入札公告時に
「ICT活用工事」に設定

※舗装面積3,000m2以上

予定価格が
３億円以上

Yes

Yes

No

【発注者指定型】
（１）総合評価の対象としない
（２）工事成績で加点評価する
（３）必要経費は当初設計で計上

【施工者希望Ⅰ型】
《①～⑤を全面活用する場合》

（１）総合評価で加点評価する
（２）工事成績で加点評価する
（３）必要経費は変更計上する

（１）工事成績の
加点対象としない

（２）ＩＣＴ活用部分のみ
変更計上する

《③だけを希望した場合》

「ICT活用工事」

建設生産プロセスの全ての段階におい
てICT施工技術を全面的に活用する工事

① ３次元起工測量
② ３次元設計データ作成
③ ICT建機による施工
④ ３次元出来形管理
⑤ ３次元データの電子納品

※前工事がＩＣＴ土工等で、３次元測量デ
ータを貸与した場合、①は省略可能。

○対象工種（工事区分）は、舗装工（舗装、水門）、付帯道路工（築堤・護岸、堤防・護岸、砂防堰堤）
○対象種別は、アスファルト舗装工、半たわみ性舗装工、排水性舗装工、グースアスファルト舗装工
○対象種別において、従来より出来形管理基準及び規格値（従来基準）により施工していた工事

ＩＣＴ舗装工の実施方針

路盤工
10,000m2

以上

No

（契約後）
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面管理が困難な個所の除外規定

ラウンディングについては、３次元設計データでは面
の変曲点としてしか作成しておらず、出来形管理（面
管理）をすると不合格となる恐れ

⇒ラウンディング周辺の出来形管理は省略可

小段部に側溝などの構造物が設置され、土工面が露
出しておらず、かつ小段部に設置する工種の出来形
管理がなされている場合

⇒小段自体の出来形管理は省略可

構造物が設置されている小段

２－１－３ ＬＳによる出来形計測箇所
ＬＳによる出来形管理における出来形計測箇所は、下図に示すとおりとし、法肩、

法尻から水平方向にそれぞれ±5cm以内に存在する計測点は評価から外しても
良い。計測範囲は、３次元設計データに記述されている管理断面の始点から終点
とし、全ての範囲で10cmメッシュに1点以上の出来形座標値を取得すること。

【解説】
上図に示すとおり、ＬＳによる出来形管理で計測する３次元座標は、平場面、天

端面、法面（小段含む）の全ての範囲で３次元座標値を取得し、出来形計測デー
タを作成する。
また、法面の小段部に、側溝工などの構造物が設置されるなど土工面が露出し

ていない場合、小段部の出来形管理は、小段部に設置する工種の出来形管理基
準及び規格値によることができる。

２－１－３ ＴＬＳによる出来形計測箇所
ＴＬＳによる出来形管理における出来形計測箇所は、（略）
３次元データによる出来形管理において、土工部の法肩、法尻や変化点または

現地地形等の摺り合わせが必要な箇所など土木工事施工管理基準（出来形管理
基準及び規格値）によらない場合は、監督職員と協議のうえ、対象外とすることが
できる。

【解説】
上図に示すとおり、ＴＬＳによる出来形管理で計測する３次元座標は、平場面、天

端面、法面（小段含む）の全ての範囲で３次元座標値を取得し、出来形計測デー
タを作成する。
また、法面の小段部に、側溝工などの構造物が設置されるなど土工面が露出し

ていない場合、小段部の出来形管理は、小段部に設置する工種の出来形管理基
準及び規格値によることができ小段自体の出来形管理は省略してもよい。
このとき小段を夾んだ両側の法面は連続とみなしてもよいし、別の法面として評

価してもよい。

【旧】

【新】

ICT土工の「カイゼン」：法肩などの出来形管理を省略
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赤部分は
省略可

赤部分は
省略可

ICT土工の「カイゼン」 ：空中写真測量の規制緩和

ラップ率の緩和

（※）起工測量・出来高部分払いに対す
る要求精度のみの規定緩和

【現行の規定】

ﾗｯﾌﾟ率が進行方向
90％,隣接60％となる
ような飛行計画とする

【改定案】

実施ﾗｯﾌﾟ率（進行方
向）が80％以上であ
ればよい。

【効果】（※）延長約1kmの出来形管理（外業）

• 現行：約120分（飛行速度1m/s,4測線）

• 改定：約70分（飛行速度2m/s,4測線）

基準改訂の例（空中写真測量（無人航空機）を用いた出来形管理要領）
• ラップ率や標定点計測方法の緩和により更なる効率化を図る

9

標定点の設置・計測規定の緩和

【現行の規定】
・4級基準点、3級水準点相
当の精度で計測

【改定案】

・横断測量相当の精度で良
い（標高誤差±3cm）（※）

【効果】（※）延長約1kmの起工測量」（外業）

• 現行：約250分（TS使用）

• 改定：約170分（GNSSﾛｰﾊﾞｰ使用）



ICT土工の「カイゼン」 ：小規模土工への対応

TS（ﾄｰﾀﾙｽﾃｰｼｮﾝ）をICT土工に適用可能 RTK-GNSSをICT土工に適用可能

基準点で初期化を行い、誤差がないこと
を確認し、計測を１セット行う。最後に基
準点での計測を行い、誤差以内であるこ
とを確認する。

人力で1mﾒｯｼｭ
で測定

（出来形計測）

出来形計測の場合、点密
度で1m間隔以内（1点/㎡
以上）で概ね等間隔で得ら

れるよう計測する。

小規模工事等へ適用拡大するために対象技術を拡大の例
・すでに普及が進んでいるTS（ﾄｰﾀﾙｽﾃｰｼｮﾝ）等をICT土工に適用対象として明確化

10

ICT土工の「カイゼン」 ：新しい計測技術の導入（出来形管理要領）

ﾚｰｻﾞｽｷｬﾅ搭載UAVを適用可能

計測範囲の四隅に標高オフセット用の標定
点(調整用基準点)を設置

調整用基準点の水平位置・標高較差により
精度確認 （要求精度 較差RMS<50mm）

4級基準点、3級水
準点相当の標定点
を現地に配置する。
配置頻度が高く、
計測作業の手間と
なっている。

カメラ位置を直接
計測することで、標
定点の設置、計測
作業を削減する。

カメラ位置を直接定位するイメージの例

空中写真測量時の撮影位置を求める。x,y,z

標定点の位置から撮影位置を逆算する。

標定点

検証点

検証点

ｶﾒﾗ位置（UAV搭載）を直接計測できる手法

いづれの技術も標定点の設置作業を軽減
11



普及加速の施策：自治体対象の現場支援型モデル事業を実施

12

○ 建設業全体の生産性向上のためにはICT土工の裾野を中小建設業者に拡大することが必要
○ そうした業者は自治体の小規模工事の担い手であることから、初期投資がかかるICT土工のメリットを経営層

が実感する機会の創出をすることが重要

自治体のICT活用工事をフィールドにモデル工事を抽出
その工事対象にICT施工専門家を派遣し、調達計画・工程計画、作業指導等の支援を実施
効果計測、メリット定量化、ノウハウ整理し共有

局の推進体制が運営指南



配布資料 自治体向け
H29.4.1九州地整企画課作成

（cf.H29.1版リーフレット）

インフラメンテナンス国民会議 参画について
（ご案内）

１．インフラメンテナンス国民会議 概要

○インフラメンテナンス国民会議とは 【ﾘｰﾌﾚｯﾄp.2】
インフラを良好な状態で持続的に活用するために、産学官民が一丸となっ
てメンテナンスに取り組む社会の実現に向けて、さまざまな主体が参画し、
理念の普及、課題の解決及びイノベーションの推進を図るプラットフォー
ムであり、活力ある社会の維持に寄与することを目的とする組織。

○平成２８年１１月２８日 国民会議設立（設立総会開催） 【ﾘｰﾌﾚｯﾄp.1】

○取組内容 【ﾘｰﾌﾚｯﾄp.2】
①技術的革新の発掘と社会実装 【詳細はﾘｰﾌﾚｯﾄp.4】
②企業等の連携の促進 【〃p.3、p.4、p.5】
③地方自治体への支援 【〃p.4】
④インフラメンテナンスの理念の普及 【〃p.6】
⑤インフラメンテナンスへの市民参画の推進 【〃p.5】

２．国民会議への参画方法について

○国民会議ＨＰ（http://www.mlit.go.jp/sogoseisaku/im/index.html）よ
り入会申込み可能（入会申込書に記入し、国民会議事務局へメール）

○入会金や年会費は無料（ただし、旅費等の活動に係る経費は自己負担）
【ﾘｰﾌﾚｯﾄp.2】

３．国民会議 参画のメリット［自治体（施設管理者）］【ﾘｰﾌﾚｯﾄp.6】

○最新の技術や新たな取組みの試行を行うモデル自治体として、国や企業等
からメンテナンスの支援が受けられる。

○アドバイザー等からの専門的アドバイスが受けられる。
○自治体職員が最新のメンテナンス技術を学べる研修を受講できる。
○先端的なメンテナンスの取組みを行う自治体等の情報が得られる。
○最新のメンテナンス技術の情報を得られる。

＜メリットの具体的な享受方法（例）＞

◇支援：フォーラムを通じた民間企業とのマッチング、技術の現場試行、

フォーラムにおけるアドバイザー（先進自治体、企業等）からのアドバイス 等

◇情報：国民会議会員メルマガ（1回/2週）（※）、フォーラムへの参加（インターネット遠隔配信も可）、

国民会議ＨＰ 等

※特に、会員メルマガではフォーラムの案内、開催結果速報等の配信があり、ＨＰ等よりも最新情報の入手が可能。

資料-5
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89850416
長方形



配布資料 民間企業向け
H29.4.1九州地整企画課作成

（cf.H29.1版リーフレット）

インフラメンテナンス国民会議 参画について
（ご案内）

１．インフラメンテナンス国民会議 概要

○インフラメンテナンス国民会議とは 【ﾘｰﾌﾚｯﾄp.2】
インフラを良好な状態で持続的に活用するために、産学官民が一丸となっ
てメンテナンスに取り組む社会の実現に向けて、さまざまな主体が参画し、
理念の普及、課題の解決及びイノベーションの推進を図るプラットフォー
ムであり、活力ある社会の維持に寄与することを目的とする組織。

○平成２８年１１月２８日 国民会議設立（設立総会開催） 【ﾘｰﾌﾚｯﾄp.1】

○取組内容 【ﾘｰﾌﾚｯﾄp.2】
①技術的革新の発掘と社会実装 【詳細はﾘｰﾌﾚｯﾄp.4】
②企業等の連携の促進 【〃p.3、p.4、p.5】
③地方自治体への支援 【〃p.4】
④インフラメンテナンスの理念の普及 【〃p.6】
⑤インフラメンテナンスへの市民参画の推進 【〃p.5】

２．国民会議への参画方法について

○国民会議ＨＰ（http://www.mlit.go.jp/sogoseisaku/im/index.html）よ
り入会申込み可能（入会申込書に記入し、国民会議事務局へメール）

○入会金や年会費は無料（ただし、旅費等の活動に係る経費は自己負担）
【ﾘｰﾌﾚｯﾄp.2】

３．国民会議 参画のメリット［民間企業］ 【ﾘｰﾌﾚｯﾄp.8】

○インフラメンテナンスや国民会議の最新動向の情報を得ることができる。
○施設管理者等の実情やニーズについての情報を得ることができる。
○施設管理者や他の企業等に自社の技術や製品、サービスを知って頂くこと

ができる。
○新たなビジネスチャンスやビジネスパートナーを発掘することができる。

＜メリットの具体的な享受方法（例）＞

◇内容：フォーラムを通じた施設管理者（自治体）や企業間のマッチング、技術の現場試行 等

◇情報：国民会議会員メルマガ（1回/2週）（※）、フォーラムへの参加（インターネット遠隔配信も可）、

国民会議ＨＰ 等

※特に、会員メルマガではフォーラムの案内、開催結果速報等の配信があり、ＨＰ等よりも最新情報の入手が可能。
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インフラメンテナンス国民会議 事務局

平成２９年１月版

インフラメンテナンス国民会議
Japanese Congress for Infrastructure Management
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インフラメンテナンス国民会議の位置づけ

我が国のインフラは高度経済成長期に集中的に整備され、今後急速に老朽化することが懸念されます。これら
インフラによって人々にもたらされる恩恵を次世代へも確実に継承していくために適切に維持管理・更新に取り
組む必要があります。
政府としては、老朽化対策を一体的に推進するため、平成25年にインフラ長寿命化基本計画を策定しました。

また、関係省庁は平成27年度までにインフラ長寿命化計画（行動計画）を策定したところです。今後、関係省庁
及び地方公共団体は、個別施設毎の長寿命化計画を平成３２年度までに策定し、戦略的なインフラメンテナンス
に取り組むこととしています。
しかし、戦略的なインフラの維持管理・更新を行っていくためには、施設管理者側による厳しい財政状況にお

ける維持管理・更新に係る予算の確保や、大部分の社会資本を管理している地方公共団体における技術職員の不
足のほか、インフラの維持管理・更新を支える建設業等のメンテナンス産業や地域の担い手の確保等、社会全体
として課題に取り組む必要があります。
このため、産学官民が一丸となってインフラメンテナンスに取り組むとともに、インフラメンテナンスの理念

の普及を図り、もって活力ある社会の維持に寄与することを目的として、平成２８年１１月にインフラメンテナ
ンス国民会議を設立しました。

〇 老朽化の進むインフラ

「日本再興戦略改訂2015」（平成27年6月閣議決定）において、インフラメンテナンス国民会議（仮称）を設
立することが明記されました。また、その後の「経済財政運営と改革の基本方針2016」（平成28年6月閣議決
定）等においても会議の設立を前提とした施策が位置づけられています。

〇 政府としてインフラメンテナンス国民会議を設立

◆ 日本再興戦略改訂2015-未来への投資・生産性革命-（平成27年6月30日閣議決定）
第二 ３つのアクションプラン 二． 戦略市場創造プラン テーマ３：安全・便利で経済的な次世代インフラの構築
（２）新たに講ずべき具体的施策

③インフラメンテナンス産業の育成・活性化

「インフラ長寿命化計画（行動計画）」等を実行するための基盤となるインフラメンテナンス産業の育成
・活性化を図るため、来年度より、産官学が総力を挙げてこれに取り組むプラットフォームとしてインフラ
メンテナンス国民会議（仮称）を設立するとともに、ベストプラクティスを表彰し理念を普及するインフラ
メンテナンス大賞（仮称）を創設する。

◆ 日本再興戦略2016-第４次産業革命に向けて-（平成28年6月2日閣議決定）
中短期工程表

≪建設後５０年以上経過する社会資本の割合≫

Ｈ25年３月 Ｈ35年３月 Ｈ45年３月

道路橋
［約４０万橋注1）（橋長２ｍ以上の橋約
７０万のうち）］

約１８％ 約４３％ 約６７％

トンネル
［約１万本注2）］

約２０％ 約３４％ 約５０％

河川管理施設（水門等）
［約１万施設注3）］

約２５％ 約４３％ 約６４％

下水道管きょ
［総延長：約45万ｋｍ注4）］

約２％ 約９％ 約２４％

港湾岸壁
［約５千施設注5）（水深－4.5ｍ以深）］

約８％ 約３２％ 約５８％

注１） 建設年度不明橋梁の約３０万橋については、割合の算出にあたり除いている。
注２） 建設年度不明トンネルの約２５０本については、割合の算出にあたり除いている。
注３） 国管理の施設のみ。建設年度が不明な約１，０００施設を含む。（５０年以内に整備

された施設については概ね記録が存在していることから、建設年度が不明な施設
は約５０年以上経過した施設として整理している。）

注４） 建設年度が不明な約１万５千ｋｍを含む。（３０年以内に布設された管きょについて
は概ね記録が存在していることから、建設年度が不明な施設は約３０年以上経過
した施設として整理し、記録が確認できる経過年数毎の整備延長割合により不明
な施設の整備延長を按分し、計上している。）

注５） 建設年度不明岸壁の約１００施設については、割合の算出にあたり除いている。
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村
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その他の市

都道府県・政令市・

特別区・特例市・中核市

※社会資本メンテナンス戦略小委員会中間答申
（平成２５年５月３０日）参考資料より作成

※同一の職員が複数分野の業務を担当している
場合には、重複して計上

≪維持管理・更新業務を担当する職員数≫

（道路）

都道府県・政令市・
特別区・特例市・

中核市

その他の市

町

村

凡例 21人以上

11～20人

6～10人

1～5人

1
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インフラメンテナンス国民会議とは

2

① 革新的技術の発掘と社会実装

② 企業等の連携の促進

③ 地方自治体への支援

④ インフラメンテナンスの理念の普及

⑤ インフラメンテナンスへの市民参画の推進

○ 産学官民のプラットフォームとしてのインフラメンテナンス国民会議

インフラメンテナンス国民会議は、インフラを良好な状態で持続的に活用するために、産学官民が一丸と
なってメンテナンスに取り組む社会の実現に向けて、さまざまな主体が参画し、理念の普及、課題の解決及び
イノベーションの推進を図るプラットフォームであり、活力ある社会の維持に寄与することを目的とする組織
として、以下に取り組んで参ります。

インフラメンテナンス国民会議の組織

〇 会員組織による運営
国民会議の活動については、国民会議の趣旨に賛同し活動に意欲のある企業、研究機関、施設管理者、市民団

体等の会員にメリットのある活動を会員の主体的な運営により行うこととし、会員により構成される実行委員
会、各部会事務局を設け、運営を行います。国民会議のプラットフォーム全体については、関係省庁の協力を得
て、国土交通省が事務局を行います。
また、インフラメンテナンスの課題について、会員が知識・人材の交流を深め解決策を見いだす場として、会

員の発意に対して国民会議が認定して設置される公認フォーラムを開設します。
なお、国民会議設立後一定期間は、国の施策の一部として国が事務局を担いますが、その後は会員によって自

立的に運営していけるよう、社団法人化も含め、運営方法について検討を行って参ります。

〇 企業、行政、団体、個人による会員組織

会員は、国民会議の趣旨に賛同して十分な意欲を持って活動に参画していただける企業、団体、行政機関（国
を除く）又は個人による正会員（下表(1)～(4)）とし、正会員については、入会の手続きを経て会員の資格を取
得することとします。
そのほか、国民会議運営のために会員の推薦によりご入会いただく特別会員や、活動以外の形態により国民会

議に協力をいただく賛助会員があります。

正
会
員

(1)企業会員 国民会議の目的に賛同して入会する企業

(2)行政会員 国民会議の目的に賛同して入会する行政機関（国を除く）

(3)団体会員 国民会議の目的に賛同して入会する団体（(1)及び (2)の団体を除く）

(4)個人会員 国民会議の目的に賛同して入会する個人

非
正
会
員

(5)特別会員 国民会議の事業に必要であるとして正会員に推薦され、国民会議の目
的に賛同して入会する行政機関（国を除く）

(6)賛助会員 国民会議の目的に賛同し、国民会議の事業に協力する企業、企業以外
の団体又は個人

Ｑ１：国民会議の参画に入会金や
年会費はかかりますか。

Ａ１：かかりません。
ただし、旅費等の活動に係る
経費は自己負担となります。

国
（
国
土
交
通
省
お
よ
び
関
係
省
庁
）

入会

企業・団体、教育機関、地方公共団体、個人

支
援

■会長 ■副会長

公認フォーラム

…海外市場
展開

革新的
技術

自治体
支援

技術者
育成

市民参画

総 会

実行委員会

企画部会 広報部会

有識者委員会国民会議の
組織体制

近畿本部

会員数
（H29.1.24時点)

388会員
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インフラメンテナンス国民会議は、我が国のすべてのインフラメンテナンスの円滑な実施を目標とし、それを
支援するために必要な産学官民のプラットフォームを運営するとともに、インフラメンテナンスの円滑な実現に
向け必要な事業を行ってまいります。

－国民会議の取り組み①－

産学官民によるインフラメンテナンスの推進

3

・会員とのネットワーク・ハブ機能

・メールマガジンの発刊

・アドバイザーによる助言体制

・公認フォーラムの設置

・国民会議のビジョンづくり

・自治体支援方策

・市民参画によるインフラメンテナンスの可能性

・インフラメンテナンス市場規模の推定

プラットフォーム機能 インフラメンテナンスの推進に必要な調査・研究

公認フォーラム

－国民会議の取組②－

インフラメンテナンスに関するオープンイノベーションの推進

インフラメンテナンスの技術開発では、管理者側のインフラ維持管理の課題（ニーズ）と民間企業側の技術開
発（シーズ）との間で、これまで十分に情報交換ができていない状況がありました。また、膨大なインフラの老
朽化の進行に対し、センサー、情報通信、材料、加工技術等のこれまでにない革新的な技術を導入して生産性革
命を進めていく必要があります。
このため、国民会議では、インフラメンテナンス上の課題を抱える会員が、 「企業内部と外部のアイデアを有

機的に結合させ、価値を創造する」（ハーバード・ビジネススクール チェスブロウ助教授）オープンイノベー
ションの手法によって、外部の技術やノウハウ等を取り込み、解決策を見いだす場として公認フォーラムを開設
します。
当面は「革新的技術」、「自治体支援」、「技術者育成」、「市民参画」などをテーマとして公認フォーラム

の活動を実施していきます。

＜戦略４＞

公認フォーラム

• 各社の技術革新・
サービス開発

• 各自治体・団体の
活動の発展

テーマ
自治体支援
海外市場展開 等

テーマ
IT
市民参画
技術者育成 等

管理者の参画

検証用
実データ等

機会提供型（方式：マッ
チング会、ピッチイベン
ト、交流会 等）

共創型（方式：コンソー
シアム、アイデアソン、
ハッカソン等）

オープンイノベーション

〇 フォーラムの定義
インフラメンテナンスにおける課題について、
オープンイノベーションの手法により課題の解決策を見出すための場

〇 フォーラムの概要
・フォーラムの設置は実行委員会がテーマの発起人より依頼を受け、
その目標とフォーラムリーダーを決定

・フォーラムはフォーラムリーダーと事務局によって運営
・フォーラムメンバーは、フォーラムの目標達成に向けて協力
・フォーラム参加者は、フォーラムの内容や成果、フォーラムに
おける会員間のコネクションを活かして自己の活動やビジネスに
展開することが認められる

・フォーラムの結果はインフラメンテナンスの共有財産として公開
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自治体支援フォーラム

4

－国民会議の取り組み③－

革新的技術の開発と実装の加速

自治体等が包括的民間委託等の制度を運用する上での課題を明確化し、グループ討議等の実施により、自治体
や民間企業等のノウハウの情報交換等を促進してまいります。

－国民会議の取り組み④－

民間企業等のノウハウの活用

グループ討議の開催

グループ討議のイメージ

・自治体がメンテナンスに係る課題（テーマ）を提示し、それらの課題（テーマ）に対し、他の自治体の

経験や民間企業等のノウハウ、知恵やアイデアを紹介する。

・課題の深掘りを行い、民間企業等の知恵やアイデアを踏まえた課題解決に向けた方向性などを議論す

る。

※平成28年9月29日自治体支援フォーラム準備会の様子から引用

②他の自治体や
民間企業等によ
る情報の紹介

③課題解決に向
けた方向性など
を議論

④複数回、班を
シャッフルしな
がら議論を発展

⑤自治体側の今
後の検討課題の
発表

①自治体による説明
（現況、テーマ設定
等の趣旨説明）

革新的技術フォーラム

インフラメンテナンス国民会議では、具体的な施設管理者のニーズや技術の課題を明確化し、解決のシーズ技術
を持つ企業の参入を促進しています。施設管理者とさまざまな業種の企業等がオープンイノベーションの手法で議
論する場を設けることにより、技術開発を促進するとともに、技術開発成果の社会実装が図られるよう取り組みま
す。また、技術開発にあたっては、企業マッチングや技術開発の実証フィールド等をコーディネートします。

●メンテナンス技術の提案・議論の場の開催

●企業マッチングをコーディネート

・Ａ社のスマホによる振動計測技術にＢ社の画像を用いた路面性状把握技術をコラボし、路面
の不陸と表面状態の統合把握手法の開発に展開中。

振動計測技術 画像解析技術

Ｂ社 道路路面損傷状態
を把握する技術

点検・診断
の効率化

Ａ社

（技術コラボレーションの事例）

インフラメンテナンス産業への革新的技術の導入、新たなアイデアの発掘の促進のため、企業や施設管理者等
が有する既存技術・素材・ビッグデータ・フィールド等をオープンにし、組み合わせや応用による新たな利活用
方法・技術開発や商品・サービス化、課題解決のブレークスルーのアイデアを競い合う。

●技術マッチングコンテスト（仮称）の実施

7
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－国民会議の取組⑤－

インフラメンテナンスの技術者育成

－国民会議の取組⑥－

メンテナンス産業の海外進出の支援

5

維持管理更新等の担い手となる建設産業が持続的に発展していくため、将来を担う技術者・技能
者の確保・育成に向けた取組を推進します。

技術者育成フォーラム

テーマ ： インフラメンテナンスを支える技術者育成
体制 ： 産官学民のメンテナンスを担う技術者、技術者養成講座を実施する大学等、

技術者育成を推進する地方公共団体、メンテナンスに参画する市民団体
実施内容： 現場研修会、勉強会、ワークショップを通じた技術者マインドの醸成

技術者育成フォーラム

現場提供等

情報提供・現場提供

技術者育成
フォーラム

知識・ノウハウの提供

地方公共団体

民間企業・業界団体 市民団体

国・公的研究機関 地方拠点大学

知識・ノウハウの提供

メンテナンスへの参画

我が国のGDP600兆円市場における有望分野の一つとされるメンテナンス産業の活性化に向け、
我が国の最先端技術によるイノベーションよって「インフラメンテナンスの生産性革命」をおこす
とともに、200兆円とも推計される海外のメンテナンス市場への進出を支援する事業を行います。

日本の技術をパッケージ化し、コストを抑えた高付加価値の技術を開発

案件形成支援

技術コンペ海外プロジェクト案件形成、ビジネスマッチング

海外向け情報発信

海外市場、制度調査、海外展開支援

海外市場展開フォーラムを開催し、海外展開を目指す企業の課題解決、ビジネスマッチングによる
新たなプロジェクトの形成を支援します。

海外市場の情報、各国の制度を調査し、情報共有を行います。

さまざまな機会やツールを活用し、海外展開を目指す企業のメンテナンス技術を海外向けに情報発信
していきます。

各社が協力して
海外市場へ

技術者育成フォーラムを開催し、技術者育成の取組事例の共有を図るとともに、今後のインフラ
メンテナンスの技術革新や海外展開を見据えた技術者の将来像や社会的な位置づけ、技術スキル等
のビジョン、その実現に求められる資格、人材育成システム等の各種制度等について検討しなが
ら、インフラメンテナンスを支える技術者育成を支援します。

現地データ収集
データ解析技術

ビジネスモデル構築

Ｂ社

Ｃ社

Ｄ社

資金調達支援

Ｅ社

国交省

協業
地図提供サービス

A社
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－国民会議の取り組み⑦－

インフラメンテナンスの理念の社会的な普及

〇 概要・目的
国民へのメンテナンスの理念の普及を図る

ため、日本国内のインフラメンテナンスに係
る優れた取組や技術開発を表彰し、ベストプ
ラクティスとして広く紹介する

〇 表彰対象
ア メンテナンス実施現場における工夫部門
イ メンテナンスを支える活動部門
ウ 技術開発部門

ＨＰ、ＳＮＳ等による情報発信

インフラメンテナンス大賞

インフラメンテナンス大賞の概要

１ 主催者 国土交通省・総務省・文部科学省・厚生労働省・
農林水産省・防衛省

２ 表彰時期 毎年

３ 表彰対象 インフラメンテナンスにかかる特に優れた取組・技
術開発

４ 審査方法 選考委員会で審査

５ 表彰の種類 各省大臣賞／特別賞／優秀賞
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インフラメンテナンス国民会議は、インフラメンテナンスの理念の社会的な普及を図るため、情報発信やイン
フラメンテナンス大賞の広報への協力等を行っていきます。

※本大賞の実施主体は関係省庁であり、国民会議は本大賞の
広報等の協力的な活動を行います。

〇「インフラメンテナンス国民会議 会員メルマガ」の発行について
国民会議の事務局及び広報部会から会員あてに、国民会議の活動状況、今後の予定、会員の活動等をお知らせ
するメルマガを各週火曜日に配信しています。

〇 インフラメンテナンス国民会議ＨＰについて
インフラメンテナンス国民会議の活動を発信するホームページを開設していますのでご覧ください。

ＵＲＬ：http://www.mlit.go.jp/sogoseisaku/im/index.html

国民会議では、企業、研究機関、施設管理者、市民団体等の会員がそれぞれ享受できるメリットを

最大化する運営を行います。

〇 会員のメリットを最大化する運営

・インフラメンテナンスや国民会議の最
新動向の情報を得ることができます。

・施設管理者等の実情やニーズについて
の情報を得ることができます。

・施設管理者や他の企業等に自社の技術
や製品、サービスを知っていただくこ
とができます。

・新たなビジネスチャンスやビジネパ
ートナーを発掘することができます。

民間企業

・他の団体との交流及び活動参画の機会を
得ることができます。

・行政の最新動向の情報を得ることがで
きます。

市民団体等

・最新の技術や新たな取組みの試行を行うモデル自治体として、
国や企業等からメンテナンスの支援が受けられます。

・アドバイザー等からの専門的アドバイスが受けられます。
・自治体職員が最新のメンテナンス技術を学べる研修を受講できます。
・先端的なメンテナンスの取組みを行う自治体等の情報が得られます。
・最新のメンテナンス技術の情報を得られます。

施設管理者

運営方針
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（インフラメンテナンス国民会議 事務局）

国土交通省 総合政策局 公共事業企画調整課 德尾、鎭西、古賀

TEL：03-5253-8912、E-mail：hqt-maintenance-sogo@ml.mlit.go.jp

国土交通省 大臣官房 公共事業調査室 横山

TEL：03-5253-8258

問い合わせ先

国民会議に参加するには
インフラメンテナンス国民会議の会員となって、活動に参加したい方は、事務局までお問い合わせください。

（平成29年1月第2版）10
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